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教育 2030 インチョン宣言および行動枠組みは、グローバルエデュケーションモニタリングレポートの役割を「SDG 4 およ
び他の SDGs における教育に関する事柄のモニタリングと報告、報告を行う仕組み」とし、その責任として「SDG 全体の
フォローアップとレビューの一環として関係するすべてのパートナーが自らの責務を果たすよう支援するために国家および国
際的な戦略の実施状況について報告する」ことと定めている。この報告書は、ユネスコの下に設置された独立したチーム
によって作成されている。

グローバルエデュケーションモニタリングレポート作成チームは、本書に含まれる事実の選択と提示、およびその中で表明
された意見について責任を負う。これらの意見は、必ずしもユネスコまたはその資金提供者の見解を反映するものではな
く、組織を拘束するものではない。報告書で表明された見解と意見の全体的な責任は、報告書作成チームのディレクター
が負う。

グローバルエデュケーションモニタリングレポートは、独立した年次出版物である。本報告書は、各国政府、多国間機関、
民間財団のグループによって資金提供され、ユネスコによって調整・支援されている。

グローバルエデュケーションモニタリングレポートチーム
ディレクター：Manos Antoninis

Daniel April, Marcela Barrios Rivera, Madeleine Barry, Yekaterina Baskakova, Meagan Brooks, Catarina 
Cerqueira, Aruem Cho, Anna Cristina D’ Addio, Rafaela Maria Da Silva Santos, Dmitri Davydov, Francesca 

Endrizzi, Tuamanaia Foimapafisi, Pablo Fraser, Chiara Galasso, Lara Gil Benito, Pierre Gouëdard, 
Priyadarshani Joshi, Maria-Rafaela Kaldi, Akashdeep Kaur, Josephine Kiyenje, Jodi Klue, Camila Lima 
De Moraes, Kate Linkins, Kassiani Lythrangomitis, Aurélia Mazoyer, Anissa Mechtar, Claudine Mukizwa, 

Yuki Murakami, Judith Randrianatoavina, Kate Redman, Maria Rojnov, Amina Sabour, Divya Sharma, 
Laura Stipanovic, Aziah-Katiana Tan, Thomas Vienot, Dorothy Wang, Elsa Weill and Shifeng Zhou.
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教育のデジタル・トランスフォーメーションには、不確実な環境下で制度全体に影響を与えるよう
な変化に適応し管理できるリーダーが不可欠である。リーダーたちは、指針作成から専門
能力の開発、戦略的な資源配分やインフラの維持管理から実施状況のモニタリングま
で、増加する仕事のバランスを取りながら、野心的なデジタル改革を実現する責任
を負っているのである。 

この地域版の報告書は、2024/5 年版のリーダーシップに関するグローバルエデュ
ケーションモニタリングレポートを補完し、2023 年版のテクノロジーに関するグ
ローバルエデュケーションモニタリングレポートをフォローするものである。この
報告書は、新型コロナウィルス感染症の世界的流行下の遠隔教育と人工知能（AI）
の急拡大を背景に、デジタル・トランスフォーメーションの最も大胆な実験が進行し
ている東アジアでの両テーマの関連性を記録したものである。教育におけるリーダーが
文脈を踏まえながら学習者の利益を中核に据えたデジタル化を推進するにあたって果たす
べき重要な役割を示している。

校長はデジタル・トランスフォーメーションの門番である。各国のデジタル戦略や計画は学校コミュニティにお
いて安全で包摂的なデジタル文化を築くための校長の役割がますます重要になっているとの認識を示している。 

都道府県、市町村、郡、地区レベルの地方教育当局も、デジタル教育改革の監督、実施状況のモニタリング、
政策への対応のための情報提供において重要な役割を果たしている。デジタル・トランスフォーメーションへの
移行が効率的、効果的、かつ公平なものとなるためには異なる層のリーダーの間の緊密な連携とコミュニケー
ションが不可欠である。

東アジアの経験を参考に、この地域版は、各国に対して、あらゆるデジタル教育改革の実施計画において、効
果的な選考プロセス、専門的な能力開発や支援措置を通じて教育におけるリーダーの役割をさらに認識し支
援するよう呼びかけている。教育のデジタル時代への円滑な移行を促進するためには、計画、政策、指針に
おいてこのことがしっかりと認識されるべきである。

「戦争は人の心の中で生まれるものであるから、 
人の心の中に平和のとりでを 
築かなければならない。」 

東アジアの教育におけるリーダーをどのように
支援すればデジタル・トランスフォーメーション
への貢献が可能になるか。

要約

日本では、

2023年
の教育デジタル・トランスフ
ォーメーション戦略におい
て、校長がデジタル革新の
主要な推進役として位置

付けられている。
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序文
ますます相互に接続されたテクノロジー主導の世界において、学習のためのデジタル変革の力を活用する必然性はこれま
で以上に重要となっている。教育は持続可能な開発と社会の進歩の基盤であり、この新たな現実に対応するだけでなく、
その進化を積極的に牽引しなければならない。これまで、デジタル・トランスフォーメーションに関する議論は主に技術イ
ンフラや教材に焦点が当てられてきた。このグローバルエデュケーションモニタリングレポート 2024/5 地域版『東アジア：
テクノロジーのためのリーダーシップ』は、地方自治体と学校の両方のレベルにおいて、教育におけるリーダーの不可欠な
役割がこの変革の中心にあることを再確認している。 

東アジアは、このコミットメントの事例研究として注目に値する。この地域は、AI や高度なデジタルプラットフォームを急
速に導入して学習体験を再構築している。教育制度を、テクノロジーがより個人に合わせた、協働的でアクセス可能な学
習を可能にする未来へと向かわせている。その結果、教育制度と学校のレベルでのリーダーの役割は進化と適応を続け
ている。 

校長はもはや単なる管理者として見られるべきではない。高度なテクノロジーの登場は校長の役割を拡大しており、この地
域で台頭する新たなデジタル戦略にその変化が反映されている。 実際、デジタル・トランスフォーメーションは単なる技術
的な変化ではなく、文化的な変化であり、その先頭に立つのは学校のリーダーである。リーダーは調達やサイバーセキュリ
ティの管理、教育変革、職員の能力開発、生徒の福祉の監督など、多岐にわたる業務を円滑に遂行する必要がある。東ア
ジア地域の教員のリーダーも、このパラダイムシフトにおけるファシリテーターとしての重要な役割を果たし始めている。

教育におけるリーダーの研修を通じた能力強化が不可欠である。政策の一貫性、明確な指針、持続的な支援を、すべて
のレベルのリーダーに提供する必要がある。この報告書は、テクノロジーに関する堅固な指針と基準を伴う協働的な管理
文化の重要性を強調している。 

戦略は中央で設計されるかもしれないが、改革が成功するためには、目標が共有され、すべての関係者がそれらに向かっ
て稼働するための力を得ることが重要である。このことは、すべてのリーダーが移行のために協力する分散型のリーダー
シップモデルが不可欠であることを意味する。これにより、デジタル・トランスフォーメーションは単なるトップダウンの責
務ではなく、学習エコシステム全体に浸透した実践となることが可能となる。ガバナンスにおける異なるレベルの組織の間
および各組織内での協力を促進することが制度変革を後押しすることとなる。

中国、日本、大韓民国の豊富な経験をまとめたこの地域版は、世界中のデジタル・トランスフォーメーションの取り組み
に示唆と刺激を与える実践的な洞察と提言を提供するものである。 

あらゆる場所のすべての子どもがますますデジタル化する世界で健やかに成長できるようにすることは私たちの共同の責任
である。強固で必要な支援を得た協働的なリーダーシップがあれば、この未来は私たちの手の届くところにある。

ステファニア・ジャンニーニ  
ユネスコ教育担当事務局次長
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主要なメッセージ

東アジアにおける教育のデジタル・トランスフォーメーションは加速している。 
	� 中国の過半数の学校が独立したデジタル管理プラットフォームを有している。日本は、新型コロナウィルス感染症の世

界的流行の影響で、GIGA スクール構想における「1 人 1 台端末」目標の達成時期を 2023 年から 2020 年に前倒しした。

	� 東アジア地域では教育分野における AI の導入が急速に進んでいる。韓国は 2028 年までに AI 搭載教科書を全面導入
する計画である。中国は 2030 年までにすべての小学校と中等学校で AI 教育を導入する目標を掲げている。

デジタル・トランスフォーメーションにおける学校のリーダーの役割が注目されている。 
	� 校長は、デジタル文化の醸成を促進し、教職員の能力開発を組織化し、学校のニーズに基づいて資源を選択する役割

を果たすことができる。その責任はますます複雑化し、調達からサイバーセキュリティ、教育方法から福祉まで多岐に
わたっている。

	� このことは新たなデジタル戦略で認識され始めている。中国では、校長が最高情報責任者（CIO）に指名されている。
日本では、2023 年の教育デジタル・トランスフォーメーション戦略で、校長がデジタル変革の主要な推進役として位置
付けられている。 

教員のリーダーには、教室でのデジタル化への移行を支援する新たな役割が与えられている。 
	� 中国では、『スマート教育 2025 白書』が教員に「新たな役割と使命』を与えることを目指している。

	� 日本では、GIGA リーダーなどのキーパーソンが学校におけるデジタル変革を推進している。

	� 韓国では、各学校に 2 ～ 3 人のリーダーの教員が任命され、学校ごとの実施戦略を策定している。

地域、学校、教員のリーダーは、政策の一貫性、指導、支援を必要としている。
	� 全国的な学習管理・評価システムが重要である。中国では、32 の地方制度を教育段階とコース別に分類した独自の

全国スマート教育プラットフォームに統合している。

	� テクノロジーに関する指針と基準がその安全かつ効果的な導入を確保するために必要である。日本は最近、学校にお
ける生成 AI の活用に関する指針を発表した。

	� デジタル化への移行を支援するため、専門職員の配置が不可欠である。韓国では、デジタルチューターが学校のテク
ノロジー・インフラの維持管理を担当している。 

リーダーは、行政の異なるレベル間および組織内での協力を促進する必要がある。 
	� 学校のリーダー間の非公式な作業グループを通じ経験の共有が促進される。中国の校長を対象とした調査では、最も

望ましい研修形式として同僚との交流が挙げられた。 

	� 地方教育担当者は協力を促進できる。中国青海省は、デジタル技術がより進んだ上海、江蘇、浙江の各地域とパートナー
シップを構築した。 

	� 相談や意見交換は目的に合った将来のデジタル教育政策の形成に役立つ。日本と韓国は、デジタル戦略の策定におい
て教員の意見を聴取している。 

デジタル化への移行を管理するためにはリーダー研修プログラムが必要である。 
	� 3 カ国とも、新任校長の研修を実施し、教員の能力枠組みを改訂して AI の活用を盛り込んでいる。 

	� 教育制度のリーダーの研修も重要である。中国と韓国は、将来の管理職向けの ICT 準備コースを設けている。日本では、
815 の自治体を対象にした調査で、デジタル戦略の実施において交渉と調整が重要なスキルであることが明らかになっ
ている。
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東アジアは、デジタル技術開発の最前線にあるといっ
ても過言ではない。中国の「デジタル・チャイナ」イ

ニシアチブ、 日本 の「Society 5.0」、 韓 国の「 デジタル・
ニューディール」は、教育を含む社会分野のデジタル化を
強調している（China State Council, 2023; Japan Cabinet 
Office, 2021; Republic of Korea Ministry of Science and 
ICT, 2024 中国国務院、2023 年；内閣府、2021 年；韓国科
学技術情報通信部、2024 年）。高速・大容量のデータ活用
の普及に伴い、教育にはますます「スマート化」が期待さ
れている（Mukul and Büyüközkan, 2023）。 

スマート教 育の定義は多様 である（UNESCO IITE et al., 
2022）。一般的には、個別化指導や協働学習などの教育
的概念が含まれる。これらは必ずしもデジタル技術を前提
とするものではないが、デジタル技術によってその実践が
大きく促進される（Zhu et al., 2016）。韓国では、教育科
学技術省が 2011 年の戦略において、学習者の自律性、個々
の学習者の好みに柔軟に対応すること、学習資源の拡充、
時間と場所の制約を取り払うことをスマート学習の主要な
要素として強調している（Kim et al., 2013）。 

東アジア諸国は、教育におけるデジタル・トランスフォー
メーションを積極的に推進しており、これは教育・学習を
どう構築するかに関する概念の転換を反映している。デ
ジタル技術は、教育改革の推進力であり、同時にその期
待される成果でもある。中国の 2018 年教育情報化計画
2.0、日本の 2018 年 GIGA スクール構想、韓国の 2025 年
の第７次基本計画は、デジタル技術を通じた制度変革の
長期プロセスにおける最新の教育テクノロジー戦略である

（Japan Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology, 2018; Republic of Korea Ministry of 
Education, 2025; Wang, 2023）。

中央政府がデジタル・トランスフォーメーション戦略を策
定する一方で、地方自治体や学校レベルのリーダーは、そ
の実施において不可欠な役割を担っている。彼らは、デジ
タル・トランスフォーメーションに伴う複雑さと不確実性に
対処することができる。テクノロジーの管理は、校長や地域・
県教育事務所の職員にとって増え続ける業務に追加される
新たな課題となっている（Box 1 参照）。これは、彼らが当
初採用された際に期待された管理業務を超えて、徐々に指
導的・支援機能を担うようになってきた流れの延長線上に
位置付けられている（Thessin, 2019）。 

高度なデジタルスキルと先進的な教育理念を持つ学校や教
育制度のリーダーは、テクノロジーの統合をより効果的に

推進できる。とりわけ教育機会に恵まれない生徒への公平
なアクセスを優先する点で優れている。これは、一般的な
リーダーシップの資質を評価するのではなく、デジタル志
向のリーダーシップの特性を特定し育成する必要性を示し
ている。しかし、教育や学校運営のためにデジタル技術ツー
ルを習得・試行する必要性など、関連する課題には十分な
注目が集まっていない。

学術研究においてこの問題は様々な角度から検討されてき
た（Chen, 2025）。人類学やエスノグラフィーの分野では、
デジタル・トランスフォーメーションは社会的実践と文化
的変容の観点から分析されていて、デジタル化がアイデン
ティティ、コミュニティの関係性、社会的発展に与える影
響が探求されている（Pink et al., 2016）。心理学の立場か
らは、デジタル・トランスフォーメーションは個人の行動動
機に複雑で文脈依存的な影響を及ぼすことが示されている

（Orben and Przybylski, 2019）。経営学の観点からは、デ
ジタル・トランスフォーメーションを推進するリーダーには
適応力や戦略的思考などの能力が求められる（Cortellazzo 
et al., 2019）。経済学的には、組織がデジタルの機会を効
果的に活用するためにはビジネスモデルを適応させる必要
がある（Teece and Linden, 2017）。 

これらの視点の多くは個人に関連している。しかし、政策
の観点から見ると、リーダーが変化に影響を与えるための
知識、態度、行動を備えているかどうかは、制度全体の課
題である。この課題は、直近の 2 つのグローバルエデュケー
ションモニタリングレポートの交差点に位置している。2023
年の報告書は、教育におけるテクノロジーに焦点を当て、
政策立案者に「教育テクノロジーへの投資が学習を改善す
るかどうか」、つまりそれが適切で、公平で、 拡張可能で、
持続可能かどうかを問うよう求めている。2024/5 年報告書
は教育におけるリーダーシップに焦点を当て、教育制度に
対し、リーダーを信頼し自律性を付与すること、適切な選
考、研修、評価政策を通じて専門性向上に投資すること、
リーダーシップを分かち合うことと協働の文化を促進する
こと、教育行政官の能力開発を推進することを求めている。 

これらの概念は、この東アジア地域版の根幹をなしている。
この地域版は、学校と教育制度のリーダーがデジタル・ト
ランスフォーメーションにおいて果たす役割を紹介するセク
ションから始まり、中国、日本、韓国の 3 つの事例の経
験に焦点を当てた 3 つのセクションが続く。最終セクショ
ンでは、3 つの事例研究から得られたエビデンスをまとめ、
提言を行う。
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BOX 1.

2024/5 年グローバルエデュケーションモニタリングレポート地域版
『2024/5 年版グローバルエデュケーションモニタリングレポート』は、学校、教育制度、政治の 3 つのレベルにおける教育のリーダーシッ
プに焦点を当て、そのタイトルは「学習のためのリーダーシップ」となった。しかし、最も注目を集める測定可能な学習成果に対するリー
ダーの影響に加えて、リーダーは他の重要な教育成果にも貢献している。 

このため、一連の地域版では、これまであまり注目されてこなかった成果を取り上げ探求している。中央・東欧、コーカサス、中央アジ
アでは包摂的な学校文化の醸成を、中南米では、分散型リーダーシップの実践による民主的な学校運営を、そして、東アジアでは、教
育のデジタル・トランスフォーメーションを取り上げている。本報告書は、グローバルエデュケーションモニタリングレポートと北京師範大
学、韓国教育開発院および上智大学とのパートナーシップの成果である。 

3 つの主要なエビデンスが使用されている。まず、中国、日本、韓国の 3 つの事例研究である。これらは、地方自治体と学校のレベル
での教育のリーダーシップがデジタル・トランスフォーメーションの実施においてどのように発揮されているかを分析している。また、こ
のプロセスにおいてリーダーがどのような支援を受けているかも示している。第二に、これらの国から、「Profiles Enhancing Education 
Reviews（PEER）」ウェブサイトの準備の一環として、学校のリーダーの基準、選考プロセス、研修プログラムに関する国別のプロファイ
ルが作成された。最後に、教育のリーダーシップとデジタル・トランスフォーメーションに関する枠組みについての論文が作成された。
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学校および教育制度のリー
ダーは、教育のデジタル・ト
ランスフォーメーションにおい
て重要な役割を担っている
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デ ジタル・トランスフォーメーションは、 特 に個 別 化
（Willermark et al., 2024）を通じた教育と学習における

組 織的、教育的、文化的な変化を意味する（Petterson, 
2021; Reis-Andersson, 2024）。人工知能（AI）や高度なコ
ミュニケーションツールも、教育関係者の仕事や相互にや
りとりをする方法を向上させている（Chen and Kouhsari, 
2025）。

デジタル・トランスフォーメーションは、テクノロジー資
源とインフラの整備から始まる（Mukul and Büyüközkan, 
2023; Qayyum, 2022）。2018 年、 国 際 学 力 到 達 度 調 査

（PISA）に参加した東アジアの 15 歳の生徒（この地域の
人口を代表するサンプルではないが）のうち 60% 以上が、
校長による報告によれば、接続可能なデジタル機器が十
分にあり、学校のインターネット帯域幅も十分な学校に通っ
ていた（OECD, 2020）。 

デジタル・トランスフォーメーションのプロセスは、新型
コロナウィルス感染症の世界的流行中に加速し、現在も
継続している。教育機関は、学校外での教育の継続を確
保するため、既存の組織的慣習を再構築または試行して
いる。例えば日本では、2024 年に 70% を超える学校が、
必要に応じて遠隔学習に情報 通信技術（ICT）を活用し
たと報告している。ほぼ 90％の生徒が、情報を迅速に検
索し、マルチメディアを活用して授業内容をより深く理解
し、仲間とアイデアを共有するためにテクノロジーを利用し
ている（ Japan National Institute for Educational Policy 
Research, 2024）。

各国の戦略が校長と教員の役割を認識している。韓国の
2023 年版デジタル教育白書は、デジタル教育制度におけ
る各教育関係者の役割を認識している（Republic of Korea 
Ministry of Education and KERIS, 2023）。中国の 2025 年
版スマート教育白書では、AI を通じた教員の新たな役割
と使 命 が 構 想されている（China Ministry of Education, 
2025b）。日本の「教育振興基本計画」では、「教育行政
関係者、教員、その他の関係者が ICT とデータ活用のビ
ジョンを共有し、デジタル技術を通じて新たな教育的価値
を創造することが重要である」としている（Japan Ministry 
of Education, Culture, Sports, Science and Technology, 
2023, p. 28）。

学校と教育制度のリーダーは、それぞれの役割において
デジタル・トランスフォーメーションを推進する責任を共
有している（表 1）。彼らは、学校が次のことを進めること
を支援できるとしている。進化する技術的進歩に適応す

る（Witthöft et al., 2025）。デジタルツールを教育と管理に
効果的に統合し、その成果を評価する（Chen, 2025）。特
に農村部の学校ではデジタル機器への一時的な投資が適
切に維持されていないとの報告が多いなかにおいて（Luo, 
2024）、デジタルインフラの維持と潜在能力を最大限に活
用し（McCarthy et al., 2023）、デジタルツールへのアクセ
ス格差を是正し（Boeskens and Meyer, 2025）、教員と学
習者のプライバシー、安全、福祉に関するリスクから保護
する。

校長はデジタル・トランスフォーメーションの門番である。
校長の決定と行動は学校の進路に影響を与える（Witthöft 
et al., 2025）。明確な学校開発目標へのコミットメント、良
いリーダーシップの実践、テクノロジーの統合は相互に関
連する傾向があるが、これらの関連性を理解するにはさら
なる分析が必要である。校長は、教員、生徒、家族、学
校コミュニティのニーズ、動機、期待をバランスよく調整す
る必要がある。学校のリーダーは、その権限や制度的影
響力を通じてだけでなく、カリキュラムと教授法が学習改
善に適応されるようにしながら教員を巻き込んでデジタル
資源を学習改善のための教育モデルに統合する能力を活か
してデジタル文化を醸成することができる。

教育制度のリーダーとは、学校を支援する役割を担う地方
教育行政官である（Thessin, 2019）。彼らは、中央政府に
よる教育制度のデジタル・トランスフォーメーションを目的
とした改革の実施とフォローアップを担当していて、次のよ
うな複数の役割が求められている。改革の目的を理解する
こと。改革を推進し、他者の模範となる学校やリーダーを
特定する施策を取ること。改革の進捗状況や障害を克服す
るための調整、政策の適応、ニーズに基づく資源の再配分
に関するフィードバックを中央政府に提供すること。

教育分野で働く人々は互いに依存し合っている。デジタル・
トランスフォーメーションのような教育目標を達成するため
には、リーダーシップの機能を共有する必要がある（図 1）。
異なる役割と専門性を持つ学校と教育制度のリーダーは、
独立して、または協働してリーダーシップの実践に取り組
んでいる。リーダーシップの分担は、指定された役割を担
う個人によるリーダーシップから、次の 4 つの中核的プロ
セスを改善するためのより広範な組織的視点への焦点を
移す。それらは、変革のビジョンを提示し伝えること、学
習改善のための資源を管理すること、チームを育成するこ
と、協働的な行動を促 進すること、である（Ng and Ho, 
2012）。
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表 1.
学校と教育制度のリーダーのデジタル・トランスフォーメーションにおける機能と実践

機能 実践

デジタル・トランスフォーメーションのビジョンを確立する 

ビジョンを設定する デジタル・トランスフォーメーションに関する明確で包摂的なビジョンを策定し、共有する 
ビジョンを地域と学校の文脈に合わせ調整する

デジタル・トランスフォーメーションを実現するための条件を整える

学習に焦点を当てる 中央政府のデジタル・トランスフォーメーション改革ガイドラインを実施する
戦略目標と学習のニーズに合わせ資源配分を調整する

指導と支援を行う 技術活用を支援するツールを提供する
技術活用に関する教材を提供する

資源管理を行う デジタルインフラの効率的かつ持続可能な構築と維持を確実にする
デジタル資源への公平なアクセスと利用を保証する

モニタリングと評価を行う デジタル・トランスフォーメーションの目標を包括的に設定しモニタリングする 
目標が達成されない場合い支援を提供する

インフラと学校コミュニティを保
護する 

サイバーセキュリティの脅威から学校のデジタルインフラを保護する 
教員と生徒のプライバシー、安全、および福祉に関する問題から保護する

デジタル・トランスフォーメーションの推進者の専門性を向上する

人材不足を補う 教室でのテクノロジーの有効活用を支援できる教員を選抜する
学校コミュニティがテクノロジーを活用するのを支援できる支援スタッフを選定する

能力開発を行う デジタル技術に関する専門的な研修機会を提供する
教員の技術活用を評価し、効果的な実践を表彰する

デジタル・トランスフォーメーションのための協働を促進する

情報の流れを円滑化する 学校内、学校間、および学校を越えたコミュニケーションを促進する
包摂的で協働的なプロセスを構築し、ネットワークを形成する

出典：Chen, 2025、Leithwood 他 , 2020 に基づき、GEM Report チームが作成

図 1.
 学校と教育制度のリーダーは、その行動を通じてデジタル・トランスフォーメーションに貢献する

ビジョンの設
定

学習への注
力 指導と支援 資源の管理 資源とコミュ

ニティの保護
モニタリング

と評価
ニーズの充

足 能力の開発 情報の共有

制度のリーダー

学校の 
リーダー

ビジョン 条件 チームづくり 協働

デジタル /トランスフォーメーション

出典：GEM Report チーム。
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中国
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中国では、デジタル教育のガバナンス構造は階層的で、中
央政府が調整役を務めている。省政府（第一層）は中央
の政策を地域の実情に合わせて調整し、省としての計画を
策定する。市（第二層）と県・郷（第三層）の地方政府が
実施責任を負う。省と県の教育部門はデジタル資源の調達、
維持管理、更新を担当している。学校は正式なパートナー
シップ（教育共同体）を通じて協力し資源を共有している。
2021 年時点で、全国の 3 分の 2 の学校が情報化発展計画
を策定している（Qu and Gao, 2022）。

2000 年までは、教育のデジタル化に関する国の政策枠組
みの初期の焦点は、学校におけるコンピュータ教育用のコ
ンピュータ実験室とコンピュータ支援型指導に置かれてい
た（Huang, 2025）。2001 年以降、焦点は全国規模での教
育テクノロジー拡大、物理的なデジタルインフラと支援機
器の強化、および ICT のカリキュラムへの統合に移行した（Li 
and Li, 2017）。特に 2012 年の「教育情報化計画 1.0」によっ
てその動きが加速化した。2017 年末までに、ICT 能力強化
の国家プログラムの最初の段階において 1,000 万人の教育
者が教育における ICT 統合に関する研修を受けた（(Xinhua 
News Agency, 2019）。 

2018 年に「教育情報化計画 2.0」が発表され、量的拡大
から質的向上へと重点が移行した。校長に「最高情報責
任者（CIO）」の肩書と責任が与えられた。教員の ICT 能力
向上を目的とした全国的なプログラムの第 2 段階は、地域

に応じた計画に基づいており、専門能力開発における ICT
研修を義務付けている。2022 年に発表された「デジタル
教育国家戦略」と 2025 年に策定された「中国教育現代
化 2035 計画」は、スマート教育エコシステムに焦点を当
てている。 「教育強国建設の計画概要（2024 ～ 2035 年）」
は、教育のデジタル化を活用して新たな発展経路を開拓し、
新たな競争優位性を形成することを提言している（China 
Government, 2025）。

スマート教育プラットフォームは、32 の省レベルのプラット
フォームをホストし、全国のデジタル学習資源図書館への
アクセスと共有を可能にしている。資源は学校レベル、学
年、教科別に整理されている。例えば広西チワン族自治区
では、デジタル教科書と補助資料が主要教科の 83％をカ
バーしている（周、2024 年）。2022 年以降、複数の省が学
校で国家プラットフォームの試行を開始している。例えば、
青海省は国家プラットフォームを地域ニーズに適合させ、
多民族の住民の多様な言語的・文化的要件を満たすデジタ
ル教材を確保した。広西チワン族自治区のドゥアンヤオ自
治県では、すべての小中学校で国家プラットフォームが利
用され、教員の 97% が週に 1 回以上デジタル教育プラッ
トフォームにアクセスしている（Zhou、2024 年）。2025 年、
スマート教育プラットフォームに「AI 実証フィールド」が追
加され、教員と生徒が教育と学習を支援する AI ツールを
利用できるようになった（Box 2）（Zhang, 2025）。

BOX 2.

中国の教育におけるリーダーは教育に AI を統合するよう求められている
中国は 2030 年までにすべての小学校と中学校で AI 教育を導入することを目指している（Yan and Liu, 2025）。2024 年、教育部は AI
教育の実施を目的とした AI 教育拠点として選定された 184 の小学校と中学校のリストを発表した（Xu, 2024）。複数の国家政策文書が、
学校のリーダーに対し AI 支援型教育の活用を促している（Yuan, 2024）。 

2021 年時点で、校長の 38％が学校で AI 支援型授業を実施したと報告し、83％の校長が教育管理における AI 技術の導入を継続的に
探求・推進する意向を示している。また、過半数が既に AI を授業や学習に活用しているか、活用準備を進めていると回答した（Zhang 
and Zhang, 2022）。一部の学校では、AI 搭載のバーチャル教育アシスタントを統合し、生徒が歴史上の人物に質問できるシステムを導
入している。AI について学ぶロボット工学コースを設立している学校もある（Yan and Liu, 2025）。

2025 年に発表された「小学校と中学校における人工知能一般教育ガイド」は、教育のさまざまな段階と側面における AI の活用を示し
ている（China Ministry of Education, 2025a）。このガイドは、教員が学習をカスタマイズし、評価を実施し、保護者との協力を促進す
ることを奨励している（中国教育部、2025a）。低学年の小学生については、AI 技術の認識と体験に重点が置かれている。一方、高学
年の生徒については、AI 技術の理解と応用が焦点となっている。高校生の段階では、AI プロジェクトの開発実験や高度な AI の応用の
探求が行われている（Xu, 2024）。 

次頁に続く
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BOX 2.  続き

AI とオンライン学習プラットフォームの活用は、教育ガバナンスに倫理的な課題を提起している。中国で現在試験導入されている教育テ
クノロジーは、カメラと顔認識ソフトウェアを使用して生徒の行動から大量のデータを収集している（Yuan, 2024）。「科学技術倫理のガ
バナンス強化に関する意見」では、各レベルの指導幹部と関連責任主体が科学技術倫理の意識を強化し、倫理規範と関連要件を自覚
的に遵守すべきことを明確に規定している（Xinhua News Agency, 2022）。教育部の「AI 活用教育イニシアチブ」は、教育における AI
の統合に関する 4 つの具体的な行動を提示しており、そのうちの一つはリーダーの倫理に関するものである（Lin, 2024）。 

「小学校と中学校における生成 AI の利用に関する指針」は、データの利用の安全性と遵守を確保し、教職員と生徒の権利と利益を保護
するための安全対策を議論している（China Ministry of Education, 2025a）。教育におけるリーダーは、これらの重要な分野について継
続的に振り返り、自身のメディアリテラシー教育を強化し、教職員と生徒を支援できるよう努める必要がある（X. Yang et al., 2023）。

中国は、これらの戦略と計画の実施を拡大するため、2 つ
の方法で取り組んでいる。まず、貧困削減対象地域（三区
三州）を重点地域として指定し、学校におけるインターネッ
ト接続、ICT 機器、デジタル教育資源や学習アプリ用のス

マートフォン、教員と校長の研修において、他の地域との
格差を埋めるよう努めている。第二に、スマート教育モデ
ル地区（Box 3）の効果を示すための投資を行っている。

BOX 3.

中国におけるスマート教育モデル地区は変革の推進役となっている
2018 年以降、教育部は、教育分野のデジタル・トランスフォーメーション目標の実現に向けた国家政策の実施における先導モデルと学
習拠点として機能する 18 の地区を指定した。これらの地区は、専門家チームによる政策指導、地域特性とニーズに合わせた優先的な
資源配分、プロジェクトのための追加資金を通じて支援を受けている（Zhang et al., 2025）。

各スマート教育モデル地区はそれぞれの重点分野を設定して取り組んでいる。一部の地区はインフラ整備に焦点を当てている。例えば、
上海市閔行区は、産業、学術、研究を統合したサービスシステムを構築するため、デジタル教育インフラとスマート学習環境の強化を進
めている（F. Wang et al., 2023）。北京市海淀区では、学校のハードウェアとソフトウェアをアップグレードし、特にスマートセキュリティ
システム、電子黒板、屋外読書キオスク、ストリーミングメディアセンター、学校ベースの資源プラットフォームの開発に重点を置きている。 

他の地区では、ガバナンスに焦点を当てている。例えば、成都市武侯区ではデータ活用の強化に注力し、15 校にデータハブを設置
し、アプリケーションデータベースと接続することで、主要な目標に対する視覚的な早期警戒監視メカニズムを提供した（Y. Wang et al., 
2023）。温州市の欧海区では、全生徒を対象としたデジタル学生成長評価システムを試行導入し、その後市内の他の地域に拡大した（Hou 
and Ma., 2023）。深圳市を含む複数の地域では、『デジタルポートレート』の概念を活用し、生徒のプロフィールを把握し、個別化され
た学習プログラムを開発している（UNESCO IITE, 2021）。 

これらの地域は国内で最も恵まれた地域であるが、その経験はより困難な地域に波及するべきもので、既に一部の地域では試行が始まっ
ている。海淀区は、不利な立場にある学校向けに高品質な 資源を提供するオンラインのライブ授業配信システムを開発した（F. Wang et 
al., 2023）。雲南省では、都市部と農村部の学校を 5G 技術で接続し、同期型の授業を実施する取り組みを開始している（Yin, 2025b）。
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基準とプログラムは学校長の能力開発を目
的としている
2013 年に制定された国家基 準によると、校 長は「教育
分野における情 報技術の応用に関する一 般的な原則と
応用方法の習得」が求められている（China Ministry of 
Education, 2013）。2014 年、教育部は「小中学校校長向
け教育情報リーダーシップ基準」を初めて発表した。この
基準は、教育テクノロジーに適用可能な次の 6 つのリーダー
シップ要件から構成されている。それらは、開発の主導、
協働によるイノベーション、情報リテラシーの向上、計画と
設計、組織と実施、評価と普及、である。 

教育部は 2022 年にこの基準を改訂し、デジタルリテラシー
評価を継続的に実施するため、戦略的研究に焦点を当て
たチームを編成した（Yin, 2025a）。2025 年 7 月、教育部は

「デジタル化を通じた教員の能力向上に向けた行動計画の
実施に関する通知」を発出し、戦略的研究チームの設置と、
小学校と中学校の校長を対象としたデジタル能力基準の策
定を提案した（China Ministry of Education, 2025b）。

教育部は、学校がデータ基準の確立、データ資源カタログ
の作成、教員、生徒、教育・研究に関するデータセットの
開発を担う計画を策定中である。校長はデータ計画、管理、
実行のスキルを習得する必要がある。中国では、半数以
上の学校が独自のデジタル管理プラットフォームを確立して
いる（X. Yang et al., 2023）。しかし、校長の異動や関心の
変化により進展が阻害されることも多い（Huang and Hu, 
2012）。

さらに、研究によると、校長は教育と学習の改善を促進す
るためにデータを活用するよりも、モニタリングと評価に
重点を置く傾向がある（Qu and Gao, 2022）。データの取
り扱いにおける有能なリーダーになるためには、校長はデー
タの収集、分類、処理、管理だけでなく、複雑な相関関
係や因果関係を見出す能力も必要である。校長は、教職
員が家庭状況に関連する生徒の学習と発達過程を分析す
るためにデータを活用するのを支援する能力も必要である

（X. Yang et al., 2023）。デジタル技術に関して自己効力感
の高い校長は学校のデジタル・トランスフォーメーション
にポジティブな影響を与えるのに対し、デジタル技術につ
いて不安を抱える校長はネガティブな影響を及ぼしている

（Chen and Kouhsari, 2025）。

中央レベルでは、主に 2 つのプログラムがある。まず、教
育部は、各省の教育部門の責任者である教育局長を対象
に、教育情報化に関する全国的な研修ワークショップを開

催している。2018 年から 2024 年までの間に、デジタルリー
ダーシップに関する専門研修が 32 回開催され、4,000 人を
超える教育局長が参加した。第二に、小中学校の校長を
対象とした「ICT リーダーシップ研修プログラム」を、特に
遠隔地や少数民族地域に重点を置きながら、339 の地（第
二層の行政区）のうち 60 以上で実施し、10,000 人を超え
る校長が研修を受け、5,339 校が対象となった（Tian et al., 
2020）。

省・県レベルでは、地方教育事務所が IT 専門家、教育者、
技術支援スタッフからなる専門技術チームを組織し、校長
に対し継続的な指導を行っている。例として、内モンゴル
自治区では初等・中等教育における「IT 応用能力向上プロ
ジェクト」を独自に実施したり（Bian et al., 2016）、新疆省
では全ての教科担当教員と学校のリーダーを対象にデジタ
ル教育スキル研修を実施（Liu, 2025）したりしている。上
海市閔行区では、校長が AI、情報化計画と管理、セキュ
リティ、教室でのテクノロジー統合、データ駆動型の生徒・
教員の育成、プロジェクト研究などのモジュールを含む研
修セッションに参加している。 

2011 年から 2020 年までの「教育情報化 10 年発展計画」
では、校長の情報化リーダーシップを毎年評価するよう求
めていたが、多くの管理者は、校長全員を同じ基準で評価
すべきではない（例えば、高齢の校長には特別な配慮が必
要など）と指摘しており、その結果、評価は形式的なもの
に留まっていた（Bian et al., 2016）。実際、校長の準備状
況は多様であり、これは省や地区の優先順位が異なること
を部分的に反映している。2021 年の校長研修参加者に関
する全国調査では、教員と生徒の日常的な管理にテクノロ
ジーを活用している校長はわずか 14% であった（Qu and 
Gao, 2022）。湖南省での調査では、校長のテクノロジーに
関するリーダーシップの準備度が低いことが明らかになった

（Wang, 2022）。 

学校のリーダーは、デジタル教育改革の実施における学校
の弱点を補うために、さまざまな方法を採用できる。まず、
デジタルツールの導入、管理、および利用に関する研修を
監督する専門の ICT コーディネーターやデジタル専門家を
任命することができる。湖北省のある地区では、学校の
92％が情報化担当の専任職員を配置していたものの、その
うち 48％は 1 人しかおらず、その多くは IT 教員や校長が
兼任していた（Zhu, 2016）。農村部では、ICT 担当の専任
職員を配置している学校はほとんどなく、配置している学
校でも、その大半は ICT に関する知識がごくわずかな臨時
非常勤教員である（Guo、2024）。
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第二に、大学、研究機関、企業と協力することができる。
多くの学校は、ネットワーク化されたコミュニティを活用し
て、専門能力向上のためのバーチャルな研修や学習活動を
行っている（Dai et al., 2023）。湖北省では、大学、地方教
育当局、小中学校、およびバーチャル教育プラットフォー
ムを専門とする企業が連携し、教育コミュニティを形成し
ている。

第三に、校長は、同僚との知識の共有を通じて ICT 管理
について学ぶことができる（H. Li and Li, 2017）。校長を
対象とした全国調査では、デジタル教育におけるリーダー
シップに関する研修として最も好ましい形式は、他の校長
との対話型交流であることが明らかになった（Bian et al., 
2016）。別の調査では、校長の 95％が、外部の IT 専門家
とあまり接触していない場合でも、同僚との交流は活発で
あることが分かった（Zhu, 2015）。青海省では、「熟練教
員と校長のコミュニティ」を設立し、専門的なメンターと
の協働を推進している。 

このような協働が 不可欠な分 野の一つが、学校のリー
ダーが責任を負う生徒のプライバシーと安全の保護であ
る（Lin et al., 2023）。ある調査では、校長の 70％がネット
ワーク管理と情報セキュリティが重要であると賛同している

（Zhang and Zhang, 2022）。校長は、サイバーセキュリティ
のソフトウェアの導入やネットワークインフラの定期的な保
守・更新を通じて、学校のネットワークの保護措置を講じ
る必要がある。また、生徒が自身を守りオンライン上の脅
威を防ぐことができるよう、学校内でサイバーセキュリティ
教育を実施することも可能である。国家教育デジタル化戦
略の一環として、政府は小学校と中学校の個人用学習端
末に保護機能を追加し、統一された全国的な本人認証シ
ステムを構築し、生徒が安全かつ責任を持ってインターネッ
トにアクセスできるための措置を講じている。
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日本の教育制度のデジタル・トランスフォーメーションのビ
ジョンは、公平で個別化された将来に備えた学習環境の
創造に基づいている。このビジョンは、政治的リーダーシッ
プとガバナンス構造の変化に伴って進化し、中央集権的な
管理から自律性と変革を重視する分散型モデルへの移行
が進んでいる。

日本のデジタル化への取り組みは、2000 年の「e-Japan
戦略」と「IT 基本法」に始まり、ICT を国家開発の優先
課題として位置付けた（内閣官房、2001a、2001b）。2010
年、総務省と文部科学省（MEXT）が主導する 10 の小学
校でのパイロット事業が、「教育の情報化ビジョン」におけ
る「フューチャースクール推進事業」の一環として、学校
デジタル化モデルの試験導入を開始した（Japan Ministry 
of Education, Culture, Sports, Science and Technology, 
2011; The Economic Times, 2010）。 このビジョンでは、
教員を教室レベルでの実施の鍵となる担い手として認識し
ていたものの、校長はリーダーシップの構成から外れてい
て、戦略的・運営上の責任は、国と都道府県レベルに留
まっていた（Japan Ministry of Education, Culture, Sports, 
Science and Technology, 2011）。しかし、これらの取り
組みは短命に終わり、パイロットプロジェクトは中止された

（Matsumoto, 2022）。 

2013 年、日本は「世界最先端 IT 国家創造宣言」を発表し、
教育を含む制度上のデジタル化推進の取り組みが再び強
化された。リーダーシップは依然としてトップダウン型で、
中央政府の機関がインフラ整備、法制度改革、資金調達
の仕組み作りを担当した。教員は主に国の施策の実施者
として位置付けられ、ICT 統合のための体系的な研修で支
援されたが、校長は再び政策の焦点からは外れた（Japan 
Government, 2013）。 

2019 年、「GIGA (Global and Innovation Gateway for All）
スクール構想」の開始は、内実のあるより統合的で多層的
なガバナンスモデルへの転換点となった。

ICT へのアクセスの格 差 是 正を目的としたこの構 想は、
2023 年までにすべての学校に高速インターネット接続を
配備し、生徒一人ずつに 5 年間のリース契約によるデジタ
ル端末を保証することを目指した。文部科学省が中央で
調整する一方で、本構想は都道府県と市町村レベルの教
育委員会が主導する柔軟で地域の実情に応じた実施が重
視された。この構想は、学校レベルのリーダーシップの認
識と、体系化された支援と研修を通じて教員がデジタル実
践を適応・革新する能力を強化する点で、転換点となった

（Japan Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology, 2019a）。新型コロナウィルス感染症の世
界的流行は、教育制度をさらに深い教育的なデジタル化と
構造的変革へと推し進めた。当初は地方自治体の 5％しか
リアルタイムの遠隔授業を支援できなかったなどオンライ
ン学習の対応能力が限られているなかで、GIGA スクール
構想を加速するため追加予算が導入され、2020 年末まで
に生徒一人一台の目標を前倒しで達成する方針が示された

（Japan Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology, 2020a, 2020b）。 

デジタル・トランスフォーメーションにおけ
る教育制度と学校のリーダーの役割は拡大
している

日本の成長戦略の青写真である Society 5.0 の理念に沿っ
て、文部科学省の長期ビジョンは、多層的なガバナンスと
リーダーシップモデルで支えられた自治、デジタル・リテ
ラシー、生涯学習能力を育む包括的で学習者中心のデジ
タル環境を構築することを強調している（Japan Cabinet 
Office, 2021; Japan Ministr y of Education, Culture, 
Sports, Science and Technology, 2023）。 

文部科学省が国のカリキュラムの策定、デジタル政策ガイ
ドラインの発行、地方のデジタル教育イニシアチブへの資
金提供を担当している一方で、教育におけるデジタル・ト
ランスフォーメーションの運営管理は、日本の 47 都道府県
と東京の 23 特別区を含む 1,718 の市町村に委ねられてい
る（OECD、2023a）。市町村（小学校および中学校）と都
道府県（高等学校）は、国の政策目標を基に、インフラ、
人口構造、財政能力などの地域事情を反映させた ICT 活
用促進計画を策定する必要がある（Japan Government, 
2019）。 

この分権型モデルは、地方自治体に学生情報や学習管理
システムなどの主要なデジタルシステムの調達と管理に関
する広範な裁量を付与している。それにもかかわらず、地
方自治体は GIGA 構想やコンピュータベースの学力調査シ
ステム（MEXCBT）などの国の施策に自主的に参加する傾
向がある。これらのプログラムは任意参加であるが、相互
運用性と公平性に関する国家基準への準拠を促すソフトな
政策手段として機能している（OECD, 2023a）。

学校のリーダーは、デジタル教育・学習資源の選定と利用
に関する実務上の権限を有している。唯一の例外は、紙媒
体とデジタル媒体の両方の教科書で、文部科学省（MEXT）
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が国の教科書目録を通じて承認している。公立の小中学校
では、地方の教育のリーダーがこの目録から選択するが、
私立学校の校長は通常独自に決定する。文部科学省のデー
タによると、デジタル資源の利用は急速に増加しており、
少なくとも 1 つのデジタル教科書を使用している公立学
校の割合は、2020 年の 8％から 2024 年には 88％に上昇
している（Japan Ministry of Education, Culture, Sports, 
Science and Technology, 2024f; OECD, 2023a）。 

この枠組みの中で、校長は「教育方法が先で、テクノロジー
は後」の原則に基づき、デジタル技術を戦略的に導入・実
施している。有能な校長は、生徒のニーズ（例：長期的な
欠席者向けの遠隔学習）を評価し、適切なテクノロジー（例：
MEXCBT のようなプラットフォームを活用した評価や演習
の実施）を選択している。

政府は 2019 年に「学校教育の情報化の推進に関する法律」
（日本政府、2019）を制定し、2022 年には「学校教育情報

化推進計画」と「教育データ利活用ロードマップ」を策定
した。これらの施策は、2018 年の「国際教員指導環境調査

（TALIS）」に参加した高所得国と高中所得国の 49 の教育
制度において、日本の教員の労働時間が最も長いと報告さ
れ、主に出欠管理や学校書類の配布などの事務作業が原
因であったことに対応したものである（OECD, 2019）。この
計画とロードマップは、校長がリーダーシップを発揮するこ
と、教員が ICT を活用して専門能力を向上させデジタルツー
ルの受動的な利用を超え指導実践を改善すること、そして
生徒が自律的な学習者となることの必要性を強調している

（Japan Government, 2022; Japan Ministry of Education, 
Culture, Sports, Science and Technology, 2023）。 学 校
を支援しデジタル・トランスフォーメーションを推進するた
めの新たなリーダーシップの役割が設定されている（表 2）。 

これらの役割の導入は、学校における ICT の統合を大きく
前進させた。文部科学省が 2020 年に 671 の地方自治体
を対象に行った調査では、ICT 支援員の配置が教員の ICT
活用の機会とスキル向上に寄与したことが示された。ICT
支援員が事務支援を提供した場合、教員の業務負担が軽
減され、授業に集中できるようになったのである。

表 2.
教育のデジタル・トランスフォーメーションを支援する制度的仕組み

役割 目的 主な業務 雇用形態 対象範囲

学校 DX 戦略ア
ドバイザー

教育委員会および学校にお
けるデジタル・トランスフォー
メーション戦略の指導

デジタル改革に関する包括的
な相談対応、戦略的指導を提
供

全国レベルで登録した専
門人材（2024 年 10 月
時点で 159 名）

特定の割合なし

GIGA スクール
サポーター

学校における ICT 環境の整
備と維持を支援

ICT インフラの設置支援、端末
管理、ICT マニュアルや学校レ
ベルのガイドライン作成支援

地方教育委員会による雇
用（国の補助金あり）

自治体ごとに異な
る、需要に応じて
配置

ICT 支援員 教室での ICT 活用および学
校運営への統合を支援

教員の ICT 活用支援、職員研
修、制度管理、事務作業支援

自治体による雇用または
契約

目標：4 校に 1 人 
実績（2023 年）：4.5
校に 1 人

出典：Kawaguchi and Yoneda（2025）
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デジタルスキルが教育におけるリーダーの
採用基準と研修に追加されている
従来の採用プロセスでは、デジタルへの適性よりも行政経
験に重点が置かれていた。こうした現状が時代のニーズの
変化と乖離しているとの認識のもと、日本は地方自治体職
員、校長、教員の採用プロセスを見直している。

教育長は、地方自治体の首長が議会の同意を得て、品格
や教育行政に関する適切な見識などの資格基準に基づき
任命される（Japan Government, 1954）。従来は元校長や
中堅管理職から選出されることが多かったが、最近の政策
提言では期待される役割と採用基準の両方が拡張されてい
る。現在、特に職員不足に直面する自治体において、元教
員、行政職員、民間企業出身者を含む外部人材の採用に重
点が置かれている（Japan Ministry of Education, Culture, 
Sports, Science and Technology, 2024b）。デジタル・トラ
ンスフォーメーションにおけるリーダーシップも、現在の教
育長任命において重要な能力として求められている（Japan 
Government, 2025）。 

デジタル・トランスフォーメーションを公共行政に統合する
ため、日本は地方自治体の主要な関係者対象の体系化さ
れた研修プログラムを実施している。例えば、小学校と中
学校レベルの教育委員会の指導主事は、データ解釈から始
まり、Microsoft Power BI や Excel を用いたデータ可視化
ツールの活用まで段階的な研修が提供されている（Japan 
National Institute for Educational Policy Research, 
2025a）。同様に、全国市町村国際文化研修所は、小規模
の地方自治体を対象に、実践的な問題解決、事例研究、
戦略的計画立案に重点を置いた専門研修を実施している

（Japan Intercultural Academy of Municipalities, 2020）。 

815 の自治体を対象とした調査では、デジタル・トランス
フォーメーションの推進には技術を持つ人材の採用だけで
なく、交渉力や部門間調整などのソフトスキルの育成も不可
欠であることが明らかになった。これらの能力は、自治体
のガバナンス全体にデジタル戦略を浸透させる上で不可欠
である（Nakagawa, 2025）。「革新的な授業を推進するリー
ダー」として認定された教育長は、高い ICT リテラシーと
変革的な教育ビジョンを有し特に成果を生み出した。彼ら
は学校に ICT 支援員を配置し、地区全体での協働プラット
フォームを確立することで変革の制度化を進めている。

国の政 策も標 準化と拡 大を促 進している。経済産 業省
（METI）は、デジタル・トランスフォーメーションを担当す

る人材の 5 つの主要な役割を定義した「デジタルスキル基準」

の枠組みを策定した。日本ディープラーニング協会をはじめ
とする団体と連携し、METI は生成 AI リテラシー検定など
の対象を特定した評価を導入し、地方自治体が高度なデジ
タルソリューションを実装できる能力を確保している（Japan 
Ministry of Economy, Trade and Industry, 2023）。 

教員免許の取得には文部科学省（MEXT）が認定する研修
プログラムの修了が必須で、「教育職員免許法」に基づき
運営されている。同法とその施行規則の改正により、教員
養成が変化する教育ニーズに対応するよう改訂され、デジ
タル教育手法に関する内容が組み込まれた。2021 年の規則
改正では、デジタルリテラシーをさらに制度化するため、教
育理論 と ICT の活用方法が研修の中核要素として導入され
た（Japan Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology, 2021）。 

政策的取組は、 硬直化した免許制度にも向けられている。
民間企業の有能な人材が十分に活用されていないとの懸念
を受け、2004 年から中止されていた「情報」科目の高等学
校教諭免許試験を再開し、IT の第一級免許を含む範囲の
拡大とが提言された。2024 年、文部科学省は改訂された
試験を導入し、国レベルの IT 資格の認定を可能にすること
で、専門性の証明手段の多様化を図った（Japan Ministry 
of Education, Culture, Sports, Science and Technology, 
2024a）。任命権限を有する地方の機関は、校長と教職員の
両方に対する体系的な評価枠組みを法的に整備する必要が
ある。これらの枠組みには、デジタル能力の指標や教育デー
タの利用状況が含まれ、研修記録を基にした年間の専門能
力開発計画の策定が義務付けられている（Japan Ministry 
of Education, Culture, Sports, Science and Technology, 
2025c）。 

校長は、全国研修ポータルを通じて、クラウドベースの学
校管理、デジタル評価ツールの活用、ICT 統合のリーダー
シップ戦略などに関するウェブセミナー、地域ワークショッ
プ、自己学習型モジュールなどの個別化された研修にアク
セスできる。これらの取り組みは、GIGA スクール構想と文
部科学省の教育 DX 戦略の一環であり、校長を学校におけ
るデジタル変革の主要な推進者と位置付けている（Japan 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology, 2023）。この移行を加速するため、文部科学
省は新任校長向けのハイブリッド型導入研修プログラムを
立ち上げ、オンライン動画講義、協働フォーラム、対面ワー
クショップを組み合わせた研修を実施している。研修では、
学校管理、デジタルツールの採用、行政改革に重点が置か
れている。試行的取組の結果では、参加者の 98％が内容
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を有用と評価する高い成果が得られた（Hatayama, 2025; 
Japan Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology, 2024e, 2025d）。校長が主に教員から選出さ

れることを踏まえ、教員を対象とした多様な研修機会も導
入されている（Box 4）。

BOX 4.

日本では将来の校長となる教員を対象とした多様な研修コースが実施されている
日本では、教職員支援機構が ICT リーダーシップ研修を実施し、校内で活用できるオンライン指導動画を配信している。2022 年の「学
校 ICT 環境の活用に関する方針」によると、各教育委員会と学校は、新しい学習指導要領に基づく学習活動や ICT を日常的に活用す
る学習活動を含む、ICT を活用した指導方法に関する研修を実施することが求められている（(Japan Ministry of Education, Culture, 
Sports, Science and Technology, 2022a）。 

しかし、現在、教員がデジタルスキルを習得することは公式な義務ではない。このことは、2021 年の調査結果で、約 30％の教員が教
室での ICT 活用に自信がないと回答し、約 15％が授業計画、教材開発、評価、事務作業などにデジタルツールを活用していないという
結果を説明するのに役立つかもしれない（Japan Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, 2022b）。文部科学
省は、教育におけるデジタル技術の有効な活用に関する教育指導指針を盛り込んだ「教育の情報化に関する手引」を発行している（Japan 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, 2019b, 2020c）。GIGA スタディーエックス スタイル（StuDX Style）プラッ
トフォームは、教科横断的な優良事例を普及させ、教員に ICT を活用した指導のための実践的で拡張可能な戦略を提供している（Japan 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, 2025e）。 

日本の学校の教員 87 名も対象に含んで 2023 年に実施された国際調査によると、AI に対する自己効力感と概念的理解のレベルが高い
ほど教育用 AI ツールへの信頼度が高いことが明らかになった（Viberg et al., 2023）。AI の重要性が高まる中、日本は全国的なガイド
ラインを策定し、その中で教員を AI を活用して行政業務の効率化、指導の充実、教育方法と倫理基準の維持を推進する積極的な仲介
者として位置付けている（Japan Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, 2024d）。しかし、実施上の課題
は依然として残っている。2023 年の 100 人を超える中学校教員を対象とした調査では、39％が生成 AI に関する公式指針を一度も目
にしたことがないとの結果が報告されている（Mina, 2023）。2024 年の文部科学省報告書では、約 40％の地方自治体が独自の AI 指
針を策定しておらず、全国的な指針に従う意向も示していないことが判明した。ほとんどの自治体は生成 AI の導入に予算を割り当て
ておらず、このようなツールを積極的に活用する意欲も限定的であった（Japan Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology, 2024c）。さらに、2022 年の調査では、教員の 58％が AI 関連の内容を教える準備ができていないと回答した。このようなギャッ
プを埋めるため、政府は民間企業との連携を通じて 2025 年までに 5 万人の教員を育成する「AI 教育加速化プログラム」を立ち上げた

（Burton、2025）。

日本の国家政策における重要な要素の一つは、共通の用
語、ガバナンス構造、同期化された政策サイクルを基盤に、
異なる運営レベル間およびその内部での協力を促進するこ
とである。2019 年の「学校教育の情報化の促進に関する
法律」は、この統合的なガバナンスモデルを正式に定めた。
同法は、文部科学省（MEXT）、経済産業省（METI）、総務
省を含む主要な政府機関間の省庁横断的な協力を確保す

るため、学校教育情報化促進会議の設置を義務付けてい
る。また、政策策定プロセスに専門知識を直接組み込むた
め、専門的助言を行う有識者会議の設置も義務付けられ
ている。これにより、行政区を越えた戦略的一貫性の向上
を図っている（Japan Government, 2019）。その結果、文
部科学省は、学術界、学校、地方自治体のリーダーを集め
た複数の専門委員会を設置した（表 3）。
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表 3.
デジタル・トランスフォーメーションを推進する主要な専門委員会の構成

委員会 委員

学校における ICT 環境整備の在り方に関する有識者会議 教育委員会主任指導主事、ICT 担当課長、中学校・高等学校校長、大
学教授

初等中等教育段階における生成 AI の利活用に関する検
討会議

大学教授、小学校教諭、NPO 代表、教育委員会主任指導主事、元指導
主事

GIGA スクール構想の下での校務の情報化の在り方に関
する専門家会議

教育委員会指導主事 / 主任、広報課長、技術顧問、教授、校長、教育
研究者、コンサルタント、一般社団法人代表

教員の ICT 活用指導力チェックリスト改訂に関する検討会 小学校校長、大学教授

出典：Japan Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (2025a)。 

文部科学省（MEXT）はデジタル教育に関する研究のアジェ
ンダを完全には整備していないが、その関連機関である国
立教育政策研究所は、2021 年に教育データサイエンスセ
ンターを設立し、教育のデジタル化推進におけるデータ駆
動型の知見創出を支援している（Japan National Institute 
for Educational Policy Research, 2025b）。 一 方、 教 職
員支援機構は、研究成果を実践に反映させるため、エビ
デンスに基づく専門能力開発を実施し革新的な授業を促
進するための対 話の場を提 供している（Japan National 
Institute for School Teachers and Staff Development, 
2025）。

学校現場では、分散型リーダーシップの文化が意図的に育
成され、デジタル・トランスフォーメーションが推進されて
い る（(Sato et al., 2021; Sato and Uchiyama, 2023）。 校
長は、ICT 統合を組み込んだ授業研究に基づく校内研修を
通じた協働的な専門研修の開始と支援を主導している。こ
の構造の中核となるのが、ICT 推進担当者の任命と、デ
ジタル・イノベーションの推進者として指名された教員で、
ワークショップの主催、同僚への助言、デジタル技術の導
入の触媒としての役割を果たしている。彼らは実践を広め、
学校改革の努力を地域に根ざした教員主導のイニシアチブ
として定着させている。教員、研究者、開発者の協働は、
学習ダッシュボードや AI 支援型フィードバックツールなどの
データ駆動型の変革を継続するために不可欠である（Ogata 
et al., 2024）。 

リーダーシップは、しっかり設計された機関間および縦の
連携メカニズムを通じて個々の学校を越えて広がっている。
教育委員会は、ICT の推進に関する会議や学校間のフォー
ラムなど、定期的なレビューの仕組みを制度化しており、
学校のリーダーたちが知見を交換し、進捗をモニタリング
し、取り組みの整合性を図る場となっている。合同研修や
デジタルのニュースレターは、制度全体の政策の一貫性と
同僚同士の学び合いを支えながら水平的な情報伝達手段
として機能している。 

外部との連携もこの協調的アプローチのもう一つの特徴で
ある。教育データ利活用ロードマップは、リアルタイムの
データへのアクセスを可能にして保護者の積極的な支援を
促し、ICT を通じて学校間の連携を促進することで、保護
者と学校コミュニティを重要なステークホルダーに変えるこ
とを目指している（Japan Government, 2022）。大学、民
間企業、地域団体との連携も専門知識の多様化とデジタ
ル能力の構築のために意図的に活用されている。例えば、
東京都のある区では、ICT 専門家と提携して高度な技術研
修を実施しており、香川県の DX ラボのような地域イニシア
チブは、地域の教育課題を対象とした変革を促進している。
こうした協働のためのエコシステムは、学校が最先端の知
識にアクセスし、拡張可能なソリューションを試行し、デ
ジタル化に関する成果に対するより広範な責任を共有しあ
う意識を育む上で役立っている。
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大韓民国
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韓国では、デジタル・トランスフォーメーションが 5 カ年計
画で策定されている。最初の 3 期（1996 ～ 2010 年）はデ
ジタル行政システムを確立し、コンピュータを活用した授
業を拡充した。4 期目（2011 ～ 2014 年）は生徒中心のデ
ジタル学習を重視し、デジタル教科書とクラウド型のスマー
ト教育プラットフォームを導入した。5 期目（2014 ～ 2018 年）
は教員の能力向上を通じて ICT のカリキュラムへの統合を
さらに進めた。新型コロナウィルス感染症の世界的流行の
期間には学校のリーダーシップへの注目が高まった。 

第 6 期 基 本 計 画（2019 ～ 2023 年） では、 遠 隔 学 習と
個別学習の必 要性、および教 員の能力開発プログラム
が強調された。学校が教育におけるテクノロジーの方向
性を形作るのに貢献した（Republic of Korea Ministry of 
Education, 2020）一方で校長は学校でテクノロジー関連
科目を導入する権限を得た（Republic of Korea Ministry of 
Education, 2022b）。現在の第 7 期基本計画（2024–2028）
では、教員が教室の変革を主導し、デジタル教科書を活
用して個別学習を支援するため、デジタル技術と教育方法
のスキルを向上させることが期待されている（Republic of 
Korea Ministry of Education, 2025）。校長の役割を強化
することを目的としたデジタル技術に関する研修も設計さ
れている（Jang et al., 2024）。 

1991 年の地方自治法の施行により、韓国では 17 の広域教
育庁に教育に関する一部権限が移譲された（Han、2019）。
教育長が率いる地方教育庁は、教育部と合同でデジタル
インフラ、学校運営、デジタルシステムへの財政支援を
担 当している（Republic of Korea Ministry of Education, 
2023b; OECD, 2023a）。彼らは学校への資金配分やデジタ
ルサービス・製品の調達を担当している。韓国教育研究情
報院（KERIS）は、中央 集権型の EduNet T-Clear プラッ
トフォームを通じてデジタルツールと資源の規制と提供を
行っている（OECD, 2023a）。地域格差を最小化するため端
末のリースや共同調達も一般的に行われている（Republic 
of Korea Ministry of Education, 2024e）。

地方教育担当官は、学校のデジタル技術の活用状況を評
価し、技術導入に関する国の要請との調整を行う。例えば、
広域教育庁の教育監で構成される全国教育監会議は、特
定の教科における AI 教科書導入の延期（D. Jung, 2024）や、
教 員のための移 行期間の確保を要請した（GEM Report, 
2025）。その結果、社会科と理科における AI 搭載デジタ
ル教科書の導入は、小学校と中学校で延期され、一部の
授業ではプライバシーの懸念から導入が見送られた（M. H. 
Lee, 2024）。 

地方教育担当官は、学校のデジタル・トランスフォーメー
ションをモニタリングする役割のなかで支援を行っている。
2023 年に開始された「先導デジタル・スクール・プロジェ
クト」への参加は、デジタル技術と AI 搭載デジタル教科
書を効果的に導入した校長や学校のリーダーに対する表彰
とみなされている。このプロジェクトは、全国で 351 校か
ら 1,046 校に拡 大された（Republic of Korea Ministry of 
Education, 2024f）。リソース開拓の一環として、11 の広域
教育庁が、学習データと地方のリソースを統合した AI 学習
プラットフォームの構築に取り組み、地域の多様性を維持
しながら展開している。 

別の例として、全国で最も人口の多い京畿道教育庁は、国
家デジタルリテラシー枠組みに沿って、オンライン倫理、
批判的思考、デジタル創造力に焦点を当てた独自のデジタ
ル市民枠組みを策定した。京畿未来教育庁の 2025 年の
政策実施基本計画では、デジタルインフラの公平な拡大と
デジタルリテラシーの強化をデジタル・トランスフォーメー
ションの重点領域として特定している。

学校と教員のリーダーがデジタル学習の方
針を決定する

校長は学校予算を配分してデジタル資源を購入する（OECD, 
2023a）。2022 年の PISA によると、過半数をはるかに上
回る教員（76％）が、教材の活用方法に関して大きな裁
量権を持っている（OECD, 2023b）。教員はデジタル教科
書を含む教材の適応とカスタマイズを通じてリーダーシッ
プを発揮している（Box 5）。テクノロジーの導入に関する
意思決定において教員の意見を聴取する取り組みが拡大
される予定で、その経験を活用して EdTech 情報プラット
フォームを構築し、教員が情報を共有し、デジタル技術を
無料で試すことが可能になる（Republic of Korea Ministry 
of Education and KERIS, 2023）。教員は、2023 年 3 月に
発表された「デジタル教育行動規範」の策定においても
中核的な役割を果たした（Republic of Korea Ministry of 
Education, 2024c）。

教員は複数の 中間的なリーダーシップの役割を担う。各学
校から 2 ～ 3 名のリーダー教員が任命され、テクノロジー
を活用した授業や評価の指導、学校独自の実施戦略の策
定を担当している。また、同僚教員のメンターとなり、地
域の専門研修プログラムの指導員としても活躍する（Kwon, 
2024; Republic of Korea Ministry of Education, 2024b, 
2024c）。学校のデジタル・トランスフォーメーションを支
援するため、新たなリーダーシップの役割として、デジタル
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機器の設置・保守を担当し、教員の負担を軽減するため、
1,200 人のデジタル・チューターを採用する計画が立てられ
ている（Choi, 2024）。各広域教育庁にテクノロジー支援セ
ンターを設置し、機器の運用管理と AI デジタル教科書の

効果的な導入を推進する予定である（Asim et al., 2024; S. 
Jung, 2024）。

BOX 5.

韓国の教員は AI 搭載デジタル教科書の導入を牽引することが期待されている
デジタル教科書は 2007 年に初めて構想され、2018 年からオンライン学習と遠隔学習の統合および教材へのアクセス拡大を目的として
本格導入された（Seo, 2023a; Lee and Kwon, 2024）。デジタル・トランスフォーメーションの一環として、韓国は 2025 年に AI デジタ
ル教科書の段階的導入を開始し、2028 年までに完全実施を目指す計画を最近発表した。AI デジタル教科書は、AI を活用して教材をカ
スタマイズし、リアルタイムデータを集約し、フィードバックを提供し、学習体験を調整する（Republic of Korea Ministry of Education, 
2023a; GEM Report, 2025）。2025 年 2 月時点で、全国の小学校と中学校の約 3 分の 1 に当たる 3,870 校が、これらの教科書をカリキュ
ラムに統合する対象校として選定された。 

教員がカリキュラムと指導方法の設計に裁量を持つ場合、デジタル教科書は効果的な教育ツールとなりうる。デジタル教科書は、教員
が生徒の学習意欲、興味、自信を高めるのに役立つ。しかし、学習成果に影響を与えるためには、指導方法が依然として重要である（Jang 
et al., 2015; Lee and Kwon, 2024）。2022 年改訂の国家カリキュラムの一般指針で概説されているように、教員の役割は、知識の提供
から個別化された支援を通じて学習を促進することへと移行することが期待されている。生成 AI は、教員が個別化・適応型の教育およ
び学習内容を設計する支援ができる。教員は、生徒の学習状況を追跡し、分析やリアルタイムの洞察を活用して個々のニーズに合わせ
た指導を行うことができる（Asim et al., 2024）。

しかしながら、教材の適応性について懸念も指摘されている。教材の適応は診断に依存するため、教員は公平性と品質の基準を満たす
ように内容を調整する方法を事前に準備し、理解しておくことが求められる（Elliott and Kim, 2025）。また、データ管理に関する知識と、
データを効果的に分析する能力も備えておく必要がある（S.-M. Lee and Bang, 2025）。教員がサービス提供者に変貌する可能性がある
という批判も挙がっている。生徒と直接交流することで育まれる教員の主体性が損なわれるおそれがある（Ro、2025）。テクノロジーに
よって事務作業の負担は軽減されるかもしれないが（Taguma、2024）、内容のカスタマイズは依然として時間のかかる作業である（Elliott 
and Kim、2025）。自主的な学習では、生徒の主体性が拡大することが期待される一方、教員の役割はキュレーター、ファシリテーター、
社会情緒的な支援者へと変化していく（S.-M. Lee and Bang, 2025）。このような変化には、これまで大規模には試されたことのないリー
ダーシップの資質が必要となる。

テクノロジー・リーダーシップの役割を担う
行政官、校長、教員の育成
公開競争試験以外でも、高度な技術的専門知識を必要
とする政府職には、経験豊富な専門家がますます多く採
用されるようになっている（Republic of Korea Ministry of 
Personnel Management, 2025a, 2025b）。 大 都 市、 地 方、
地区の各教育担当官のデジタル・トランスフォーメーション
に対する準備と姿勢が鍵となる。地方教育事務所は、地域
レベルでの対象を絞った研修プログラムを利用することが
できる。例えば、ソウル中部教育庁は 2024 年に、事務補
助員や事務支援職員を対象にデジタル教科書やその他のデ
ジタルツールの活用に備えることを目的とした AI 能力強化
セッションを実施した。同庁は今後 2 年間で、他の教育支
援職員にも対象を広げデジタルスキルを強化する計画である

（Seoul Jungbu District Office of Education, 2024）。

80% を超える学校リーダーは、学校管理または校長研修
のプログラムまたはコースを修了しており、94% が校長職に
就く前に指導力研修プログラムまたはコースを修了している

（Taguma, 2024）。このような国の研修コースを修了するこ
とは、候補者が任命されることを保証するものではないが、
選考の対象となるための前提条件である（大韓民国教育部、
2023c）。2023 年から、このコースには「デジタル型教育変革」
に関するモジュールが追加された。このモジュールは、中学
校校長を対象に、高度なテクノロジー環境におけるデジタ
ル・リーダーシップを強化することを目的としている。主な
テーマには、 AI デジタル教科書を理解し活用する方法、デジ
タルスキル向上戦略、学校におけるデジタルインフラ整備の
計画が含まれる（Republic of Korea Ministry of Education, 
2024g）。
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韓国の校 長は OECD 平均よりも高齢で（Taguma, 2024）、
変革への抵抗要因となる可能性がある（Navaridas-Nalda 
et al., 2020）。また、校長は 4 年ごとに異動するため、変化
への意欲を低下させる要因となる可能性がある。2024 年に
試行された「デジタルリーダーシップ強化プログラム」は、
この課題を解決し、校長にコミュニケーションと教材作成ス
キル、デジタルツールの基本的な理解、AI を活用した指導
とデータ駆動型管理の能力を身に着けさせることを目的とし
ている（Jang et al., 2024）。 

2023 年の国際数学・理科教育動向調査（TIMSS）のデータ
によると、教員の 43％がデジタル機器を活用して生徒の学
習を改善することに「自信がある」と回答し、54％が「ある
程度自信がある」と回答しており（Mullis et al., 2023）、高い
自己効力感を示している（Taguma, 2024）。韓国教育開発院

（KEDI）の調査で、過半数の教員がデジタル技術が授業の
支援や学習の個人化に潜在的な可能性があると認識してい
る。一方で、硬直的なカリキュラムや評価、インフラの管理
と維持に関する障壁や、継続的な財政支援の必要性も報告
されている（Jung et al., 2022）。  

AI の導入はさらなる困難をもたらしている。AI の導入を進
める小学校を対象とした研究では、教員は AI に関連する内
容知識、技術的・教育的な知識について最も自信がないと
報告している。また、年齢に適した教材設計や、生徒の相
互交流と協働を促進する点での課題も指摘されている（Kim 
and Kwon, 2023）。教員はまた、AI の導入が教員と生徒の
関係性、社会性、依存性に悪影響が及ぶことへの懸念も表
明している（Lee et al., 2024）。 

将来の教員にはデジタルリテラシーが求められている。2023
年から、デジタルリテラシーは、幼児教育、初等教育、中
等教育、特別支援教育の教員資格取得のための詳細基準
において必修科目となっている。これは、AI とビッグデー
タを活用した教科横断的な教育に必要なスキルを新任教員
に身につけさせることを目的としている（Republic of Korea 
Ministry of Education, 2022b）。教育ニーズの変化に対応す
るため、教員の教育の再構築の必要性について広範な合
意が形成されている。2023 年、教育省は教員養成機関（ 
Republic of Korea Ministry of Education, 2023d）と連携し
ながら教員教育改革を推進するための議論を開始している

（Ayhan, 2024）。

2024 年、文部科学省と地方教育庁が、授業改善と同僚間
の協働に積極的な現職教員を「リーディング教員」として
任命する制度が創設された。彼らの役割は、デジタル時代

における授業と評価の変革を推進し、学校レベルの実施戦
略を策定し、同僚のメンターとなり、地域の人材育成プログ
ラムの指導員として活動することである（Republic of Korea 
Ministry of Education, 2024c）。教 員による変革推進にお
ける主体性は、対象を絞った能力開発施策を通じて優先的
に支援されている。教員研修に割り当てられた地方予算は、
2024 年から 2026 年にかけて 3% から 3.8% に増加し、『教
員主導の教室革命』を支援し、2026 年までに 30 万人の教
員と 3 万 4 千人のリーディング教員を養成する計画である

（Kwon, 2024）。教員再研修プロジェクトは、学校のデジタ
ルインフラ、AI デジタル教科書、デジタルスキルに焦点を当
てている。

協働文化は、さまざまな方法で醸成されている（Taguma, 
2024）。 デジタル・トランスフォーメーションは、 教 員
が 実 践コミュニティを形成することを促 進してきた（So 
et al., 2021）。知識共有サービスとして開始された知識の
泉（Knowledge Fountains）と ITDA は、テクノロジーの統
合に関する実践コミュニティの形成につながっている（Seo, 
2023a）。自律型授業変革支援計画は、教員が指導実践や
評価資料を共有するためのプラットフォームの整備を促進し
ている。この計画は、全国で 200 の教員研究グループと学
習コミュニティ を財政的に支援しており、2025 年までに支
援対象を 600 グループに拡大する計画である（Republic of 
Korea Ministry of Education, 2024a）。

教員は、特に新型コロナウィルス感染症の世界的流行期間
中、オンライン教材や情報の交換を主導した。例えば、e ラー
ニングハブ「Hakgyogaja（学校に行こう）」は教員が互いに
実践を共有するために作成され、YouTube 動画で補完され
た（UNESCO, 2022b; Vincent-Lancrin et al., 2022）。教員は
デジタル資源の作成と共有において協働していて、「知識の
泉」プラットは、教員同士のフィードバックや研修を促進し
ている（OECD, 2023b）。

教員は外部関係者とも協働している。政府機関である AI 教
育同盟と政策ラボ（AIEDAP）は、教員の養成・現職研修を
総合的に提供する機関として、2 ～ 5 の教員養成大学から
なる 6 つのコンソーシアムを設立している（大韓民国教育部、
2022a； Lim et al., 2024； AIEDAP, 2025）。2021 年に教育省に
よって選定された地域で設立された「地域エドテック・ソフ
トラボ」は、教員の評価と事例研究を踏まえたエビデンス
に基づく教育テクノロジーの開発をミッションとする組織で、
これまでに 70 件を超える教育テクノロジー・ソリューション
を検 証している（Republic of Korea Ministry of Education, 
2024d）。 
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最後に、保護者の関与も不可欠である（So et al., 2022）。教
育部は、AI デジタル教科書イニシアチブについて保護者に
説明し、デジタル教育イノベーションに関する意見を集めて
いる（大韓民国政策ブリーフィング、2024）。保護者向けのデ
ジタルプラットフォーム「Hakbumo Onnuri」は、地方自治
体が家族とコミュニケーションを取り、協力する取り組みの
一例である（So et al., 2021）。学校は独自の戦略を実施して
おり、本報告書のために訪問した京畿道の中学校では、保
護者の子供たちのテクノロジー利用体験に関する意見を集
め、学校の方針を決定している。
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各国は、教育制度のデジタル・
トランスフォーメーションを推
進するためにリーダーをどの

ように支援すべきか
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東アジア諸国は、経済、社会、教育制度のデジタル・ト
ランスフォーメーションに関する世界的な取り組みの最前
線に立っている。中国、日本、韓国は、教室に先端技術
を適用する施策を最も早く導入した国々である。中国は、
2018 年の「教育情報化計画 2.0」でスマート教育という概
念とそれによる個別学習を重視することを打ち出した。日
本は 2019 年に「GIGA スクール構想」を導入し、新型コロ
ナウィルス感染症拡大の影響を受けて急速に推進した。韓
国の最新の基本計画は、AI 搭載のデジタル教科書を支援
している。AI はこれら施策の中心にあり、複数のカリキュ
ラム目標における教育・学習プロセスを変革し、リーダー、
教員、学習者間の関係が再定義される可能性がある。モ
ニタリング、診断、その後の指導のためのデータの活用も
拡大すると予想される。 

とはいえ、3 カ国が同じ道を歩んでいるわけではなく、3 カ
国は重要な点で異なる。例えば、中国は AI を学習プラット
フォームに統合することに焦点を当て、テクノロジーを活用
して授業の様子を観察する実験を行ってきた。韓国は教科
書改革を推進しており、日本は「教育方法が先で、テクノ
ロジーは後」の原則を掲げている。しかし、3 カ国はいず
れも世界でも最も野心的な改革を推進し続けていて、その
経験は、デジタル・トランスフォーメーションを検討する他
の国々にとって貴重な教訓となる。

この地域版ではこれらの改革の内容には踏み込まない。
2023 年グローバルエデュケーションモニタリングレポート
が推奨するように、政策立案者は、教育テクノロジーへの
投資が学習を向上させ、格差を拡大せず、拡張可能であり、
財政面だけでなく社会的・環境的な観点からも持続可能で
あることを確保する必要がある。政策立案者は、最新のテ
クノロジーに飛びつく傾向を回避する必要がある。テクノ
ロジーについて学ぶ必要性（これは現代の基礎スキルの一
部であることは疑いようがない）と、テクノロジーを通じて
学ぶ必要性を混同すべきではない。後者の価値は研究を
通じて証明される必要がある。しかし、3 カ国がデジタル
テクノロジーを積極的に採用し、その教育への影響を実験
する意欲を持っていることは疑いようがない。

この地域版は、これらの野心的な改革を前提として、教育
における制度や学校のリーダーシップの役割を担う関係者
への影響に焦点を当てている。既存のリーダーには新たな
課題が課され、新たなリーダーシップの役割が浮上してい
る。中国では、校長が最高情報責任者（CIO）として再定
義されている。日本の GIGA スクール構想と韓国の第７期
基本計画は、学校のリーダーが個別化された学習において

積極的な役割を果たすことを想定している。問題は、これ
らのリーダーが改革の実施を阻害するのではなく促進する
ために、どのような支援措置が必要かである。このセクショ
ンでは政府の主な取り組みと今後の課題を整理する。

国家政策枠組みは明確かつ一貫性のあるも
のでなければならない

この地域では教育制度が非常に速いスピードで変化してい
ることが最大の課題である。計画を整合性を持って策定す
る時間は限られている。中央集権的な管理を強要すること
は、変革と地域主導の取り組みを阻害する可能性がある。
しかし、計画のない拡大は、調整問題や制度や地域リー
ダーへの追加負担をもたらす可能性がある。彼らは、デジ
タル教育テクノロジーへの投資において最も効率的かつ効
果的な方法を見つける必要がある。システムが相互運用で
きない、作業の重複が多い、モニタリング体制が未整備、
回避可能なコストが発生するなどの問題が起こりうる。 

この地域の各国は、一貫性を高めるため、さまざまな解決
策を試してきた。例えば、全国規模の学習管理・評価シス
テムを導入する試みが行われている。中国では、32 の省レ
ベルのプラットフォームを教育段階とコース別に分類した独
自の全国スマート教育プラットフォームに統合している。省
当局はプラットフォームを地域ニーズに合わせて適応させ、
追加のプラットフォームを選択することも可能である。例え
ば、湖南省の長沙市教育局は「全員がつながったスペース」
プラットフォームを設立した。韓国では、5 つの教育庁が
独自の AI 学習プラットフォームを保有している。例えば、
京畿教育デジタルプラットフォーム「Hi Learning」は、生
徒の学習体験の向上と教員の教育実践の効率化を目的とし
ている。これは、道内の学校にとってデジタル資源とツー
ルの中核的ハブとして機能している。地方の教育担当者は、
プラットフォームを全国統一のものに統合するかどうかの
協議に参加している。しかし、韓国当局は AI 搭載教科書
導入に対する反発にも直面している。国会はこれらを「主
要教材」から「補助教材」に再分類し導入の判断を学校に
委ねた（Jung, 2024）。中央政府が基準を設定し、インセ
ンティブを伴えば、日本のコンピュータベースの学力調査シ
ステムのように自主的な導入の普及につながる可能性もあ
る（OECD, 2023a）。

相互運用可能なシステムの開発も一貫性向上の一歩であ
る。日本は 2023 年に「教育データ標準 4.0」を策定し、
自治 体と学校間のデータ移 行を円滑 化すための定義と
フォーマットを定めた。韓国の中央集権的な「国家教育情
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報システム」は、17 の地方自治体が独立して運用するシス
テムから学校管理に関する行政データを収集している。ま
た、韓国の学校では AI 学習データの安全性を確保するた
め有線・無線ネットワーク制御システムの導入が求められ
ている。 

デジタル教育改革の成功にコミットする教育制度のリー
ダーは、資源への公平なアクセスを確保する必要がある。
中国では、インフラ整備プログラムが貧困削減対策の対象
地域に指定された農村地域を重点的に支援しており、校長
向けの ICT 研修プログラムは、遠隔地や少数民族地域に
ある県を対象にしている。日本の GIGA スクール構想では、
追加の ICT 機器の資金調達に地域資源を活用する取り組
みが、経済的に不利な世帯を対象とすることで富裕層との
ICT 利用率の格差を縮小する効果が見込まれている。韓国
の各道では国家的な取り組みの一環としてテクノロジーへ
の公平なアクセスを促進している。例えば、京畿道では「1
人 1 台スマート端末」イニシアチブを立ち上げた。 

しかしながら、教育制度のリーダーには成果を示すプレッ
シャーがかかっていて、これはテクノロジー導入の実験に
適した初期条件を備えた地域を優先することにつながって
いる。このような対象設定は不平等を拡大するリスクがあ
る。例えば、中国の「スマート教育モデル地区」は、恵ま
れた都市部に集中して設置されている。2023 年以降、韓
国は AI 搭載デジタル教科書の導入を先導する 1,000 校を
超える「デジタルリーダー校」に財政的インセンティブを
提 供して い る（Republic of Korea Ministry of Education 
and KERIS, 2023）。しかし、このプロセスは学校のリーダー
によって主導されており、リーダーの能力やコミットメント
の差が格差を拡大する可能性がある。日本では、デジタル・
トランスフォーメーションの進捗を評価するモニタリングの
仕組みは非公式であり、最も支援を必要とする学校を特定
できない可能性がある（OECD、2023a）。

学校のリーダーは明確な指針と支援ツール
を必要としている

急速な変化に伴うもう一つの課題は、教育制度や学校の
リーダーが十分な指針を得られないままに重要な意思決を
自身の裁量に委ねられる場合である。東アジアの国々は、
学校予算の配分に関する意思決定権を地方自治体に委ね

る傾向がある。例えば、PISA に参加した地域のうち、北
京、上海、江蘇、広東の 61％の生徒、韓国の 59％、日
本の 48％が、地方（と一部中央）当局が学校予算配分の
主要な責任を負う学校に通っていた。香港とマカオの特
別行政区では都市であり文脈的にこの状況は異なっていた

（図 2a）。

一方、学習の重要な側面に関する決定は、より学校レベル
で行われる傾向にある。例えば、PISA に参加した国や地
域では、日本の生徒の 96％、韓国の生徒の 75％が、カリ
キュラムの主要な責任が学校関係者（教員、校長、または
教育委員会）にある学校に通っていた。北京、上海、江
蘇、広東ではこの割合は 26％に過ぎなかった（図 2b）が、
北京、上海、江蘇、広東の生徒の約 3 分の 2 は、教育内
容の決定が地方教育当局によって行われる学校に通ってい
た（OECD, 2016）。同様に、学習教材の選択は、教室への
テクノロジーの統合に関する決定と密接に関連しているが、
日本では教員（52％）と校長（45％）が、韓国では主に教
員が決定している。韓国では、教員は興味や能力に応じ
て国の AI カリキュラムを調整することができる（UNESCO, 
2022a）。

明確な責任 分担と十 分な支援を伴う自律性は、学校の
リーダーが変革に貢献し（Pont et al., 2008）、デジタル技
術への大きな移行を戦略的に進めるためにも重要である

（Witthöft et al., 2025）。自律性が高まれば、学校のニーズ
に応じた改革と調整が可能になるが、自律性の不足は変革
と協力を妨げる（UNESCO, 2024）。しかし、教育と学校運
営におけるテクノロジーの責任ある効果的な導入を図るた
めには、明確な政策指針と基準が必要である。  

カリキュラム実施に関する指針は、新たな技術に対応する
ため近 年更新されている（Boeskens and Meyer, 2025）。
2022 年改訂版国家カリキュラムの一般指針と 2023 年デジ
タル駆動型教育改革計画は、韓国の学校における AI 搭載
デジタル教科書の導入方法を示しているが、最終的な責任
は学校に委ねられている（Vidal, 2023）。日本では、2024
年に改訂された「初等中等教育段階における生成 AI の利
用に関するガイドライン」が、教育における生成 AI の適切
な活用方法を定義したうえで、個人情報の保護、プライバ
シー、著作権に関する潜在的なリスクを強調している（NHK、
2024；Vidal、2023）。
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図 2.
東アジアにおける校長の意思決定権限の程度
東アジアの主要国・地域における主要な意思決定者別の学校に通う 15 歳生徒の割合（2022 年）

a. 学校資源
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教員 校長 教育委員会 地方自治体 国家機関

b. カリキュラム
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広東省（中国）

大韓民国

日本

マカオ（中国）

香港（中国）
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注：北京、上海、江蘇、広東のデータは 2015 年 PISA に基づく。
出典：OECD（2016、2023c）。

中央政府は、倫理とテクノロジーに関するその他の指針も
発表している。韓国は、デジタル機器の健全で安全かつ
責任ある利用に関する指針を策定した。教員との協議を参
考に作成された「デジタル教育行動規範」は、デジタル・
トランスフォーメーションにおける基本的な価値観と原則
を定めている（Republic of Korea Ministry of Education, 
2024c）。香港特別行政区個人データ保護委員会は、2015
年に「保護者および教員のための実践的なヒント」を発行
している（Hong Kong Education Bureau, 2015）。

教員や学校のリーダーは通常教育方法の決定に関して大き
な自律性を有しているが、中央および地方の教育当局は、

調達に関する指針を含めてデジタル教育資源の効果的な
統合を支援するための指針を提供できる（Box 6）。オンラ
イン図書館を通じた映像教材の普及は、教育と学習におけ
る ICT 活用を支援する環境を整備に寄与しており（Kuang 
et al., 2018）、東アジア諸国で広く見られる傾向である。例
えば、文部科学省は過去数年にわたり教室での ICT 活用
を異なる教科に統合する具体例を盛り込んだ「教育の情報
化に関する手引」を発行・更新してきた（Japan Ministry 
of Education, Culture, Sports, Science and Technology, 
2019b）。文部科学省はまた、デジタル・トランスフォーメー
ションの実施を促進するため、指導用動画、研修資料、
ベストプラクティスも提供している。
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BOX 6.

教育テクノロジーの調達に関する決定は複数のレベルで共有されている
テクノロジーの調達は、中央政府がデジタル教育インフラの整備と維持の責任を負う傾向があるため準中央集権的と定義できる。このア
プローチは公平なアクセスに焦点を当てることができ、システム効率の向上にも寄与する（Vidal, 2023）。中央当局はデジタル機器の供
給業者との直接交渉を支援し、地方当局向けに調達ガイドラインを提供している（Boeskens and Meyer, 2025）。

複数の関係者が教育テクノロジーの調達においてより良い選択を支援できる（UNESCO, 2023）。中国では、中央政府が政策指針、包括
的な方向性および目標を策定し、各省間のデジタル教育システムの互換性および相互運用性を確保するためのテクノロジー基準を定め
ている。日本では、文部科学省がデジタルインフラの基準を定め、都道府県および市町村レベルの教育制度のリーダーの責任で ICT の
活用目標を達成するための優先事項および調達計画が策定される。

韓国では、地方教育当局が学校に調達ガイドラインを提供している。学校は、インフラの維持管理の一貫性と適時性を確保するため、
地元のテクノロジー提供者と協力体制を構築することが奨励されている（KERIS、2016）。その結果、多くの地域が独自のデジタル学習
プラットフォームを開発している。 

韓国では、地方教育庁が関連インフラの調達を主導し、校長はデジタル教材や教育・学習用製品などを購入している（OECD、2023a）。
日本では、市町村が小学校および中学校について、都道府県が高等学校について、国の  GIGA スクール構想の国費配分を自らの優先事
項に沿って決定している（Vidal、2023）。これらの自治体は、接続環境、端末、ソフトウェア、教材、サイバーセキュリティサービスなど、
学校向けに幅広い製品やサービスを調達している（Boeskens and Meyer、2025）。

校長は、定められたルールに従い、自校の予算で一部の技術製品やサービスを購入できる。日本と韓国では、校長は文部科学省が製
品リストまたは機能に基づいて定める追加のデジタル製品やサービスを購入できる。日本では、このリストは教育・学習用ソフトウェア
とデジタル教材に限定されている。中央政府は、学校間でのデジタル資源への公平なアクセスを確保するための共通基盤を整備している

（Vidal, 2023; Boeskens and Meyer, 2025）。

教育制度と学校のリーダーは、教育テクノ
ロジー に関する意思決定に参画する必要が
ある。
教育にデジタル技術を導入する際、世界共通の課題の一つ
は、改革がトップダウン型で進められる傾向が強い点であ
る。学校は、大規模で急速な変化に対応するため、この
構造的な課題に直面している。2023 年のグローバルエデュ
ケーションモニタリングレポートによると、学校職員は新し
いデジタル技術の導入に関する意思決定から排除される傾
向にある：94 カ国を対象とした調査では、教員の 45％が
労働組合が全く相談されていないと回答し、29％は「一部
の側面のみ」について相談されたと回答した。トップダウ
ンのアプローチは、後れを取らないための時間的なプレッ
シャーや、関与するテクノロジーの高度な性質が原因でと
られるものと考えられる。 

しかし、デジタルプラットフォームの活用は、教育の根幹
に関わる機能に影響を与え、校長や教員が適切なツールを
選択する自律性を制限する可能性がある。また、教育の内
容、意図する学習成果、その測定と評価を、ビッグデータ
分析とテクノロジーに適合する形で定義することは生徒や
教員の利益には必ずしも合致しない可能性がある。長年学
校と教員に委ねられてきた教育に関する根幹的な意思決定

が、カリキュラムや教科書決定に本来伴うべき検証や議論
なしに、外部の関係者に移行してしまう可能性がある。 

教育的に適切な解決策を得るためには協議が不可欠であ
る。国と地方の教育当局、学校関係者、生徒、保護者を
集め、学校改革、教員の研修、教育内容、プライバシー
に関する議論の情報を共有する仕組みが必要である。政
策の設計、実施、モニタリングにおいて、多様なステーク
ホルダーの代表性を強化するメカニズムが必要である。協
議は、テクノロジー業界が注目していない問題や関心のな
い問題にも焦点を当てる重要な機会を提供する。デジタル・
トランスフォーメーションの計画や政策の設計への参加は、
すべてのステークホルダーの合意を得るうえで重要である

（Timotheou et al., 2023; Willermark et al., 2024）。 

東アジアでは、中央集権的で階層的な計画策定の伝統が
あり、地方の教育担当者が国のビジョンの目的を下位に伝
達し整合性を確保する役割を担っている。しかし、各国は
教育におけるリーダーからのフィードバックを得るための仕
組みも導入している。日本と韓国は、デジタル戦略の策
定に際して教員、企業、地方代表者と協議を行っている。
日本は学 生代 表も参 画している（Boeskens and Meyer, 
2025）。韓国は、フィードバックや経験を収集することで
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地方レベルの教員も関与させている。2023 年の白書では、
協議の強化を目指し、教員がより正式に関与するための 
EdTech 情報プラットフォームを設立した（韓国教育科学技
術部および KERIS、2023）。

2022 年 に 設 立 さ れ た 韓 国 の AI 教 育 同 盟と 政 策 ラ ボ
（AIEDAP） は、リーダー間の協議と協力を促進して、信頼と

相互支援のネットワークを構築する協働的なガバナンス体制
として機能している。日本では、都道府県教育委員会内に
専門部門を設置し、データセキュリティ、ネットワーク、デ
ジタル教育に関する規制について、都道府県内の市町村と
連携しながらリーダーシップを分担することを目指している。

調整の取り組みは、教育分野だけにとどまらない（Boeskens 
and Meyer, 2025）。日本の香川 DX ラボと韓国の EdTech 
SoftLAB は、民間企業、校長、教員の専門知識を結集し、
パイロット事業に協力し、エビデンスに基づく開発を通じ
て教育テクノロジーのソリューションを見出す官民連携の
組織である。地方レベルで運営されているこのモデルは、
韓国では高等教育にも拡大されている。

持続可能な変化を実現するためには、協働
的なマネジメント文化が不可欠である。
協議の課題は、異なるレベルの行政機関間の関係に限定
されない。学校の管理運営の方法や、学校コミュニティの
構成員の視点や経験を反映した意思決定の仕方にも関連し
ている。協働は相互支援を促進し、共通の目標を中心に
学校コミュニティの一体感を育むことができる（Pont et al., 
2008）。

2024/5 年版グローバルエデュケーションモニタリングレポー
トは、学校の方向性に関する困難な問題、例えばデジタル
教育に関する問題への解決策として、分散型リーダーシッ
プが不可欠な要素であると指摘している。デジタル・トラ
ンスフォーメーションは、単なるテクノロジーの導入を超
えた、教育と学習に関する体系的な文化的変革を意味する

（Bond et al. 2018）。これは、学習者、教員、学校のリーダー
にとって前向きな変化を支援する構造化されたプロセスと
ツールの導入を伴うものである（McCarthy et al., 2023）。 

学校のリーダー間の実践コミュニティと専門ネットワーク
は、互いの経験から学び、知識を共有するための有効な
手段となり、東アジアのすべての国・地域が促進している。
中国の香港特別行政区は、第 4 次教育情報技術戦略（Chen, 
2025）において、専門ネットワークを通じたデジタルリー

ダーシップの育成を強調している。中国本土では、教育共
同体と呼ばれる正式なパートナーシップを通して学校が資
源を共有し、政策実施を支援している。韓国の「自律型授
業革新支援計画」は、教員の研究グループと学習コミュニ
ティに対して財政的支援を行っている。 

地方教育当局は学校間の協力を促進している。例えば、中
国西部の青海省は、先進的な江蘇省と浙江省の教育機関
および上海市と提携し、デジタル資源の交換を通じてデジ
タル教育を加速化している。深圳市では、協働教育ネット
ワークが教員が国家の専門家、市・区職員、指導教員と
授業戦略について議論する機会を提供している。日本で
は、高松市教育委員会が「GIGA ニュース」というデジタル
のニュースレターを発行し、校長と教員に効果的な学校実
践の事例を紹介している。また、教員が ICT 統合や生徒
指導などのテーマに関する講義を自主的に受講できるオン
ライン学習スペースも提供している。

学校のリーダーは、コミュニケーションと協働を通じてデ
ジタル・トランスフォーメーションに向けた文化的転換を
促進する重要な役割を果たしている。日本におけるテクノ
ロジー導入において、校長の支援は特に重要視されている

（国立教育政策研究所、2022 年）。ボトムアップのプロセス
は、デジタル・トランスフォーメーションの進行速度と効果
に大きく影響を与える可能性がある（Chen and Kouhsari, 
2025）。韓国の「1 万人の教員コミュニティ」は、ボランティ
アの教員を結びつけ、遠隔学習の実施を支援する取り組み
を実施している（UNESCO, 2022b）。 

学校のリーダーは、東アジアで一般的な慣行であるが、特
に教員の異動時に教員を支援することが期待されている。
日本では、公立学校の教員は 5 年ごとに必ず人事異動が
あり、これは都道府県教育委員会によって管理されている

（Seebruck, 2021）。韓国では、教員の異動は 2 年から 5
年ごとに実施される（Li, 2021）。中国では、省内の異動政
策が 2014 年に導入され拡大している（Liao et al., 2019）。
教員の異動は、教員間のコミュニティ意識と連帯感を育む
効果がある（M. Yang et al., 2023）。しかし、異動が公平性
と教育の質向上に潜在的な利益をもたらすことは認められ
ているが、学校のリーダーは異動してきた教員を効果的に
支援するために、テクノロジーの使用も含めた追加の時間
と労力を割く必要がある（Liao et al., 2019）。

学校と保護者の連携はデジタル・トランスフォーメーション
においても重要である（Dexter and Richardson,、2020）。
テクノロジーは両者のコミュニケーションを促進する貴重な

教 育 におけるリーダーシップの地 域 版  •  2 0 2 5 35

東アジア



ツールであるが、保護者はデジタル技術の利用に関するもっ
ともな懸念を抱えている。学校のリーダーはコミュニケー
ションをとってこれらの懸念を緩和することができる。日本
と韓国では、保護者の教育実践に関するフィードバックを
収集するために調査が活用されている。学校のリーダーは、
定期的な保護者会や SNS プラットフォームを通じて、教育
政策、指導方法、データ活用に関する情報を家族に提供し
ている。

教育におけるリーダーの選定と研修は、デ
ジタル・トランスフォーメーションの目的と
一致する必要がある。

教育におけるリーダーのテクノロジーへの不十分な理解は、
教室におけるデジタル・トランスフォーメーションを遅らせ
る原因となる。さらに、テクノロジーに対して前向きな態
度を持つ学校のリーダーは、教員の間で文化的な変革を促
進する役割を果たすことができる（Navaridas-Nalda et al., 
2020）。日本では、教員の 60% 以上がデジタル資源が授
業の準備時間を短縮したと報告している。韓国では、教員
の過半数がデジタル・トランスフォーメーションを「生徒の
個別学習支援を可能にし、コーディングや ICT 教育を通じ
て生徒のデジタルスキルを向上させ、デジタル端末や教科
書を活用した授業と学習を促進する」ものと捉えている（H. 
Jung et al., 2022）。中国では、教員は授業の計画や準備

に ICT を活用する方法を理解しているが、授業に ICT を統
合するための支援が不足している（L. Yang et al., 2023）。

教員はテクノロジーを活用した授業に自信を持てていない
かもしれない。中国では、教職経験が短い若い教員ほど
デジタルスキルが高い傾向にある（L. Yang et al., 2023）。
この問題は、校長が教員よりも年長であることからさらに
深刻化している。2023 年の TIMSS によると、日本と韓国
の中学２年生の理科教員は、十分な端末や技術的支援の
不足ではなく、知識不足のため端末を使用していない割合
が比較的高い（図 3）。両国で 77％の教員が、授業にテク
ノロジーを統合するために専門的な研修が必要だと回答し
た。

この問題の潜在的な解決策として、教育制度、校長、教員
リーダーの選考プロセスと研修プログラムの見直しが挙げ
られる。東アジアでは、行政における教育担当官は、高度
に競争的な標準化試験によって選考され、キャリアベースの
制度で昇進している（P. S. Kim, 2020; Howlett, 2022）。技
術知識やデジタルスキルは採用基準に体系的に明記されて
いないが、明確に定義された職務役割により、関連する専
門知識を持つ人材の採用が容易になっている。日本と韓国
は、一般的な資格よりも能力重視の採用が進められている 

（Gerson, 2020; Japan Ministry of Education, Culture, 
Sports, Science and Technology, 2024b）。

図 3.
教員の知識のギャップが理科教育におけるテクノロジーの活用を妨げる
日本と韓国においてデジタル端末を授業で活用するのを妨げる障壁として挙げた中学２年生の理科教員の生徒の割合（2023
年）

全くない やや 非常に多い

� �� �� �� �� ���

生徒の集中を維持する

使い方がわからない

技術支援が不足している

端末が不足している

%
出典：2023 年 TIMSS データベース。
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新規採用者向けの事前研修と導入研修は、教育行政官に
重要な知識を提供し、他の専門家とのネットワーク構築
の機会を提供する（Marijani、2017）。中国と韓国は、行
政職研 修プログラムを通じて将 来の行政官に必須のコ
ンピュータとデジタルスキルを養成する点で特 徴的であ
る（McQuiston and Manoharan,2020）。韓国では、教育
に特化したものではないが、新任公務員を対象としたリー
ダーシップとテクノロジーに関する専門プログラムも導入
さ れ て い る（National Human Resources Development 
Institute, 2025a; 2025b）。 

既に採用された職員に対しては、専門能力開発の機会が
能力不足を補えるかもしれない。中国では、省・市教育局
長を対象に教育のデジタル化に関する特別研修が実施さ
れている。2018 年から 2024 年にかけて、ほとんどの省
で新任の局長と現職の局長が研修を受けた（中国教育部、
2025b）。日本は、デジタル・トランスフォーメーション人
材向けのデジタルスキル基準フレームワークの策定と対象
を絞った研修の提供を通じて、スキル不足に対応している

（Japan Intercultural Academy of Municipalities, 2020; 
Japan Ministry of Economy, Trade and Industry, 2023）。

校長の選任基準は、一般的に中央レベルで定められてお
り、地域の実情に応じた適応が可能な場合もある（China 
Ministry of Education, 2018; Republic of Korea Ministry 
of the Interior and Safety, 2021）。しかし、デジタルスキ
ルは選考基準に明示的に含まれていない。日本では、地
方の任命権者に対し、校長や教員の採用時にデジタルス
キルの習熟度を評価するよう求めている（Japan Ministry 
of Education, Culture, Sports, Science and Technology, 
2025c）。このような基準は、例えば教員リーダーの内部昇
進プロセスなどで活用されている。韓国では、教員は AI
デジタル教科書の活用経験やリーダーシップへのコミットメ
ントに基づく推薦を基に、デジタル・イノベーションを牽引
する人材として選出される（Republic of Korea Ministry of 
Education and KERIS, 2023）。日本では、学校のリーダー
が GIGA スクール構想のリーダーを評価・選別している。
東京の港区では、各学校が ICT 担当教員を GIGA リーダー
として指名し協働学習を促進している。本報告書のために
訪問した 1 校では、授業に ICT を統合した 2 人の GIGA リー
ダーが選出されていた。 

東アジアのすべての教育制度が、校長がリーダーシップに
焦点を当てるよう事前研修を制度化している。中国の新任
校長は、着任前または着任後 1 年以内に資格取得研修の
修了証明書を取得する必要がある。校長は、社会的影響力、

独自の教育スタイル、優れた教育能力を通じて学校管理
の実践を革新する「教育家」（jiaoyujia）となることが期待
されている（Chen et al., 2024）。韓国の新任校長は、イノ
ベーションに焦点を当てた資格認定研修を受講する必要が
ある。校長資格研修プログラムは、校長が国の教育政策
を理解し、変化に対応して教育イノベーション戦略を管理
する能力を養うことを目的としている（Republic of Korea 
Ministry of Education, 2019）。2023 年以降、中学校の校
長向けのプログラムには「デジタル基盤型教育イノベーショ
ン」科目が追加されている（Republic of Korea Ministry of 
Education, 2024g）。 

校長の現職研修は主に中央当局の責任で実施されている。
日本では、教職員支援機構が文部科学省と協力して教育
におけるリーダー向けの研修プログラムを提供している。
2025 年に発行された校長研修の実施指針には、ICT の活
用に重点が置かれている（Japan Ministry of Education, 
Culture, Sports, Science and Technology, 2025b）。中国
では、教育部が実施する「小中学校校長向け ICT リーダー
シップ研修プログラム」が、10 の省と自治区の 60 を超え
る県・市において展開され、1 万名を超える校長が研修を
受けている。 

東アジア諸国は、教員の能力枠組みにデジタルスキルを組
み込み、AI の活用を含むように更新している。中国・香港
では、2022 年の「教員の専門職行動指針」の一部である
教員の能力枠組みに ICT 活用の指導スキルが含まれている

（Hong Kong Education Bureau, 2022）。中国では、教員
のデジタル能力は「教員教育活性化行動計画 2018–2022」
に盛り込まれ、「オンライン教育の健全な発展を促進する
ための指針」（L. Yang et al., 2023）で詳細に規定されて
いる。2025 年には、AI をその範囲に追加した「教員デジ
タルリテラシー教育産業標準」が導入された。24 の省級
行政区域において、約 61 万人の教員と 300 万人の の生徒
を対象としたデジタルリテラシー評価が実施された（中国
教育部、2025b）。日本では、文部科学省が最近「初等中
等教育段階における生成 AI の利用に関するガイドライン」

（(Japan Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology, 2025d）を公表した。

多くの教員能力開発プログラムにデジタルスキルの要素が
組み込まれていて、地方自治体がその提供において主導的
な役割を果たしている。韓国では、地域プロジェクト支援
チームが地方教育機関と教員研修機関を連携させ、教員
の AI とデジタル能力強化を目的としたパイロットプロジェ
クトを実施している。日本では、2025 年に改訂された「公
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立の小学校等の校長及び教員としての資質の向上に関する
指標と、教育公務員特例法が、校長と任命権者に教員研
修の記録作成と指導を行うことを義務付けている。都道
府県教育委員会は、学校教育における ICT の普及促進計画

（Japan Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology, 2020d, 2025c）の一環として、ICT 統合
に関する役割別研修プログラムを提供している。2023 年、
TIMSS の調 査によると、日本の中学 2 年生 理 科 教 員の
22％と、韓国の中学 2 年生理科教員の 46％が、理科教育
におけるテクノロジー統合に関する専門研修に参加したと
報告している。

中国では、中央政府と地方政府が連携してデジタルリテ
ラシーの向上に取り組んでいる。2013 年から 2022 年に
かけて、教育部は小学校と中学校の教員の IT 活用能力
向上を目的とした全国的なプログラムを実施し、2300 万
人の教 員が恩 恵を受けた（China Ministry of Education, 
2025b）。湖北省は教員のデジタルリテラシー向上プログラ
ムを立ち上げ、教育局長、校長、ICT コーディネーターに
も対象が拡大されている（Hubei Province Department of 
Education, 2025）。ただし、研修内容が包括的ではなく、
デジタル技術の重要な側面をすべてカバーしていない可能
性もある。例えば、サイバーセキュリティと安全性を明示
的にカバーしているのは香港特別行政区と韓国のみである
との報告がある。

大 学、 教 員 養 成 機 関、 研 究 機 関 は、 学 校と 連 携して
教 員の ICT 分 野における専門 的な研 修を提 供している

（UNESCO, 2023; L. Yang et al., 2023）。日本では、高松市
が地元の大学と協力して教員研修の質向上に取り組んでい
る。中国では、北京師範大学が青海省の 12 の小学校と中
学校と提携し、デジタルスキル、デジタル教育資源、生徒
の学習参加と学習成果向上のための ICT に関する研修を
実施している。 

学校と地方教育事務所を支援するための専
門職員が必要である

能力向上に向けた努力にもかかわらず、変化の急速なペー
スのせいで学校や教育制度のリーダーが最新の技術動向に
追いつくことが難しいことが依然として課題である。しか
し、リーダーが関連する専門知識を欠くと、端末が購入さ
れても使用されず（Box 7）、技術計画が作成されても実施
されない可能性がある。

教育制度や学校のリーダーのための解決策の一つは、専門
家からの技術支援を受けることである。東アジアでは、地
方自治体の教育部門が専門技術チームを組織し、技術専
門職員を募集して、学校のデジタル・トランスフォーメーショ
ンに関する行政的・教育的な支援を提供している。一部の
ケースでは、技術的専門知識を推進する役割を担う追加
の関係者が参画している（Hogan and Thompson, 2021）。
日本では、文部科学省（MEXT）が地方教育委員会と学校
を支援するため、学校 DX 戦略アドバイザーを任命している。
中国では、教育デジタル化専門家諮問委員会と特別タスク
フォースが、国家スマート教育プラットフォームの実現に貢
献している。

技術職員は、学校と地方教育委員会における IT の整備と
維持管理を主導している。中国では、学校が専門の ICT
コーディネーターとデジタル専門家を任命し、デジタルツー
ルの採用と管理、 それらを使用するための研修を監督して
いる。これらの専門家は技術支援を提供し、専門研修を
実施し、ICT の活用が教育目標と一致するようにしている。
韓国では、デジタル設備の設置と維持管理を担当し、教員
の負担を軽減するため、デジタルチューターを雇用する計
画が立てられている（Choi, 2024）。 

2021 年に導入された巡回指導員と ICT 支援員は、技術的
な支援と研修を提供し、教員の負担を軽減している。支援
員の不足は、困難を抱える生徒が多い学校での学習成果に
悪影響を及ぼした。全国的な評価では、ICT 支援職員が
新型コロナウィルス感染症の世界的流行中にオンライン学
習を支援したことが明らかになった（国立教育政策研究所、
2022 年）。さらに、GIGA スクールサポーターとICT 専門家は、
教育委員会と学校を支援するため、学校の ICT 環境の設計、
機器の設置、ICT 利用ガイドラインの作成を支援している。 

教室でのテクノロジー活用に専門的なスキルを持つ教員
は、学校や地域教育事務所の中間管理職として活躍できる

（Vincent-Lancrin, 2023）。3 カ国とも、デジタル・トラン
スフォーメーションを支援するための専門職員を配置してい
る。中国では「教員チャンピオン」、日本では「GIGAリーダー」、
韓国では「リーディング教員」が、学校内で同僚を支援す
るためにコーチングや個別指導を提供している。技術支援
に加え、ICT コーディネーターは専門的な研修を提供して
いる（León-Jariego et al., 2020）。中国では ICTコーディネー
ターとデジタル専門家、日本では ICT 支援員が校内研修を
実施している。
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BOX 7.

デジタル教科書を効果的に活用するためには技術支援が不可欠である
デジタル教科書は、地域におけるデジタル・トランスフォーメーションの主要な推進要因である。これらの教科書は更新可能な動的な教
材を備えている。また、リアルタイムの相互作用を記録することも可能である（Fan et al., 2023）。3 カ国では、デジタル教科書の導入
は国家レベルで規制され、段階的に計画されている。中国では、教育部が 2022 年に学校向けの標準デジタル教科書を発行した（Wijaya 
et al., 2025）。日本は 2019 年に学校教育法を改正しその使用を認めるようになった。韓国教育省は 2018 年に導入を開始し、徐々に AI
搭載のデジタル教科書に置き換えていく方針である（Seo, 2023b）。2023 年の TIMSS に参加した日本と韓国の中学２年生理科教員の約
35％が、 生徒が教科書を読んだり動画を視聴したりするためにデジタル端末を使用していると報告した。しかし、同じ目的でデジタル端
末を使用する頻度が年間数回以下または全く使用しない教員も同程度に存在した（図 4）。

図 4.
デジタル端末は理科教育において主に補助ツールとして使用されている
日本および韓国における中学 2 年生の理科教員が授業でデジタル機器を使用している活動の種類別割合、2023 年

全く使用しない、またはほとんど使用しない 年に数回 月に1～2回 少なくとも週に1回
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出典：2023 年 TIMSS データベース。

教員は、このような端末を継続的に活用するための技術的な支援が不足している。全国的な評価によると、日本の教員は、デジタル機
器の使用に消極的である主な理由は技術的な問題にあることが確認されている。中国で行われた研究では、教員の IT 活用意欲は、政
府と学校によって支えられた前向きな ICT 環境の認識に依存することが確認された（L. Yang et al., 2023）。韓国では、各広域教育庁に
技術支援センターを設置し、機器の運用管理と AI デジタル教科書の円滑な導入を支援する計画が立てられている（Asim et al., 2024; 
S. Jung, 2024）。

教 育 におけるリーダーシップの地 域 版  •  2 0 2 5 39

東アジア



結論
教育におけるデジタル技術の応用は複雑で、多様な形態を
とって統合がますます進んでいる。端末から人工知能まで
のイノベーションの連鎖が、教育行政の管理方法、教員の
指導方法、生徒の学び方や関わり方を変革している。変化
のスピードは緩まることなく、現実世界と仮想世界の境界
はますます曖昧になり、人と機械は超接続され、データ保
管・処理能力は指数関数的に拡大している。生徒の安全と
福祉への脅威からの保護が最優先事項であり、すべての学
習者がデジタル世界において責任を持って行動する必要性
も同様に重要である。 

デジタル技術は、他の技術同様、人間のニーズを満たし生
活を向上させるための努力のプロセスであり成果である。
その成長と教育制度による依存の高まりは、常に学習者の
利益が中心に置かれることを保証すべきである。デジタル
技術は、人間同士の相互作用に基づく教育を代替するもの
ではなく、それを支援するものでなければならない。 

東アジアは教育のデジタル化における世界の主要な拠点で
ある。技術の利用と拡大に関する強い政策意図が存在す
るが、中央政府、地方政府、学校、およびそのコミュニティ
を含むすべての関係者が協力して、意味のある倫理的なデ
ジタル・トランスフォーメーションを実現する必要がある。

教育制度、学校、教員のリーダーの役割は、進行中の野
心的な改革の成功に不可欠であるが、その重要性が十分
に認識されていない可能性がある。これらのリーダーは、
改革が学校や教室で実施されることを保証するだけでな
く、ボトルネックや問題点に関する情報を収集しフィード
バックする役割を果たすための重要な橋渡し役でもある。 

世界は東アジアの教育実験に大きな期待を寄せている。以
下の提言は、教育制度と学校のリーダーがテクノロジーを
主導するために取るべきステップを特定しようとするもので
ある。

	� 国の政策枠組みは明確で一貫性のあるものでなければ
ならない。リーダーはテクノロジー改革とその目的を明
確に理解する必要がある。相互運用可能で堅牢なモニ
タリングシステムを活用でき十分な資源にアクセスでき
る必要がある。 

	� 学校のリーダーには明確な指針と支援ツールが必要であ
る。明確な指針と基準は、リーダーが学校のデジタル・
トランスフォーメーションを適切に理解し、一貫性を確
保するのに役立つ。明確な役割分担と十分な支援を組
み合わせた自律性は、学校のリーダーが成果を上げる可
能性を高める。

	� 教育制度と学校のリーダーは、教育テクノロジーに関す
る意思決定に参画する必要がある。教室レベルに近い
人々の意見は、政策設計に反映させることで、改革が教
育的に適切なものとなる。

	� 持続可能な変化を実現するためには、協働的なマネジメ
ント文化が不可欠である。リーダーは、実践コミュニテ
ィを通じて学校内および学校間の協働を促進する必要
がある。学校と保護者との協働も、テクノロジーの活用
に関する正当な懸念に対応するために重要である。この
ような実践は、相互支援を促進し、共通の目標に基づ
く学校コミュニティの一体感を育むことができる。

	� 教育におけるリーダーの選定と研修は、デジタル・トラ
ンスフォーメーションの目的と一致する必要がある。教
育におけるリーダーの準備状況は、政策立案者により
重視されるべきである。教育におけるリーダーの選定と
研修に関する公共政策は、実際のニーズに合わせ、エビ
デンスに基づく最新の教訓を反映できるように常に進化
させる必要がある。

	� 学校と地域教育事務所を支援するための専門職員が必
要である。訓練を受けた職員は、リーダーの技術的な
責任を軽減し、教育制度と学校のリーダーがデジタル技
術改革を効率的かつ効果的に実施するのを支援できる。
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この地域版は、グローバルエデュケーションモニタリング
レポートの過去 2 回のグローバル版（2023 年の「テクノ
ロジー」と 2024/5 年の「リーダーシップ」）のテーマを
基に、グローバルエデュケーションモニタリングレポート
と北京師範大学（中国）、上智大学（日本）、韓国教育開
発院（韓国）のパートナーシップにより作成された。東
アジア地域は、世界でも最も野心的なテクノロジー改革
が実施されている地域の一つであり、本報告書は、同
地域のデジタル・トランスフォーメーションのための教
育におけるリーダーシップの役割に焦点を当てている。 

この報告書は、3 つの国別事例研究、グローバルエデュ
ケーションモニタリングレポートの PEER 国プロファイル
に基づく学校のリーダーシップに関する法律と政策の記
述、および教育におけるリーダーシップとデジタル・トラ
ンスフォーメーションに関するバックグランド・ペーパー
を基に作成されている。報告書は、3 カ国が地方の教育
関係者、校長、教員のリーダーを育成し、これらの改革
を効果的かつ公平に実施するための主要な取り組みを記
録したものである。 
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